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Phrase-Dry Seminar

★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　条約　～　★
《　条約の足切りだけは、絶対に回避しなければならない　》

短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。さらに、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（が導入され、２０１７年度の短答合格率は８．９％になりました。

　トータルで３９点をクリアしても、４５点取っても、条約で４点取れなければ足切りアウトです。

　なんとしても４点を死守して、足切りを回避しなければなりません。泣くに泣けません！

《　条約の出題傾向は？　》

２０１８年度から出題範囲が拡大しており、この傾向が続くと予想されます。
特184条の3、実48条の3は、特・実の法域から出題する方針になった感じです。
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《　青短・条約の構成　》

(1) ＰＣＴ－１：　ＰＣＴ、ＰＣＴ規則

(2) ＰＣＴ－２：　ＰＣＴ規則

(3) ＰＣＴ－３：　特１８４条の３、実４８条の３、国願法

(4) パリ条約　　　(5) ＴＲＩＰｓ協定　　　(6) ハーグ協定　　　(7) ＰＬＴ（特許法条約）

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズ・条約の特徴　》

　★ 平成１５年度以降の過去問を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています

　★　出題されそうな論点を、〔予想問題〕で補強しています。
　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　※星印で出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆）

《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》

　©Phrase-Dry Seminar  ( http://bengorok.jp/ ) 
《　PCTの流れ（図解）　》
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《　参考　：官庁・機関・書類　》
（１）　官庁・機関等
	ＷＩＰＯ
	世界知的所有権機関

World Intelectual Property Organization
	

	ＩＢ
	国際事務局

International Bureau
	機関の国際事務局及び、それが存続する限り、知的所有権保護合同国際事務局（ＢＩＲＰＩ）

	
	国内官庁
National Office
	特許を与える任務を有する締約国の政府の当局

	ＲＯ
	受理官庁

Receiving Office
	国際出願がされた国内官庁又は政府間機関


	ＩＳＡ
	国際調査機関

International Searching Authority
	国際調査を行う機関。国内官庁又は先行技術についての資料調査報告を作成する任務を有する政府間機関など。将来的に、単一の国際調査機関を設立する。

	ＩＰＥＡ
	国際予備審査機関

International Preliminary Examining Authority
	国際予備審査を行う機関


	ＤＯ
	指定官庁
Designated Office
	国際出願に基づく特許取得のために指定された国を指定国という。指定国の国内官庁を指定官庁という。

	ＥＯ
	選択官庁
Elected Office
	出願人が国際予備審査を請求するときに、国際予備審査の結果が利用される（IPERが送達される）国として、指定国の中から選択された国を選択国という。選択国の国内官庁を選択官庁という。


（２）　国際調査機関（ＩＳＡ）または国際予備審査機関（ＩＰＥＡ）が作成する書類

	ＩＳＲ
	国際調査報告

International Search Report

	ＩＳＡ見解書
	国際調査機関の見解書

Written Opinion of the International Searching Authority

	ＩＰＥＡ見解書
	国際予備審査機関の見解書

Written Opinion of the International Preliminary Examining Authority

	ＩＰＲＰ
	特許性に関する国際予備報告　※第１章と第２章がある

International Preliminary Report Patentability

	ＩＰＥＲ
	国際予備審査報告　※特許性に関する国際予備報告（第２章）と同じもの

International Preliminary Examining Report


★　PCT規則　[Regulations under the PCT]　★
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
第二十六規則の三 　４．１７に規定する申立ての補充又は追加
２６の３．１ 申立ての補充又は追加

出願人は、優先日から十六箇月の期間内に国際事務局に提出する書面によつて、４．１７に規定する申立てを願書に補充し又は追加することができる。ただし、当該期間の満了後に国際事務局が受理した当該書面は、国際公開の技術的準備が完了する前に到達した場合には、当該期間の末日に国際事務局が受理したものとみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 出願人がその国民である締約国の国内官庁を受理官庁として国際出願を行う場合、願書には、指定国が適用する国内法令のために、発明者の特定に関する申立てを含めることができる。当該申立てについて、出願人は、優先日から１６月の期間内に当該国内官庁に提出する書面によって、願書に補充し又は追加することができる。 

（×）　前半は、PCT規則4.17(i)により、正しい。後半は、PCT規則26の3.1により誤り。「当該国内官庁に提出する書面」が誤りで、「国際事務局に提出する書面」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-16〕　特許協力条約に関して。

５ 出願人は、国内的要件に関する申立てにおいて、優先日から１６月の期間内に国際事務局に提出する書面によって、発明者の特定に関する申立てを願書に補充し又は追加することはできない。
（×）　PCT規則26の3.1、4.17(i)。追加することができる。

★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第二十九規則 　取り下げられたとみなされる国際出願
２９．１ 受理官庁による認定

第十四条（１）（ｂ）及び２６．５（ある種の欠陥の補充がされない場合）、同条（３）（ａ）（２７．１（ａ）に規定する所定の手数料が支払われない場合）、同条（４）（第十一条（１）（ⅰ）から（ⅲ）までに掲げる要件が満たされていなかつたと後に認定した場合）、１２．３（ｄ）若しくは１２．４（ｄ）（要求される翻訳文が提出されない場合又は、該当する場合には、遅延提出手数料が支払われない場合）又は９２．４（ｇ）（ⅰ）（書類の原本が提出されない場合）の規定に従い、受理官庁が国際出願は取下げられたものとみなす旨を宣言する場合には、

（ⅰ） 受理官庁は、国際事務局に対し、記録原本（既に送付されている場合を除く。）及び出願人が提出した補充を送付する。

（ⅱ） 受理官庁は、出願人及び国際事務局にその宣言を速やかに通知するものとし、国際事務局は、既に指定が通知された各指定官庁に通知する。

（ⅲ） 受理官庁は、第二十三規則に規定する調査用写しの送付を行わないものとし、調査用写しを既に送付している場合には、国際調査機関にその宣言を通知する。

（ⅳ） 国際事務局は、出願人に記録原本の受理を通知することを要しない。

（ⅴ） 受理官庁により送付されたその宣言の通告が国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合には、当該国際出願の国際公開は、行わない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
４ 国際出願について、国際公開が行われないのは、出願人により送付された取下げの通告が、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合に限られる。

（×）　PCT21条(5)、PCT規則90の2.1(c)、PCT規則29.1(V)。受理官庁または国際予備審査機関により、取り下げの通告が送付される場合もある。
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第三十規則　 第十四条（４）に規定する期間
３０．１ 期間

第十四条（４）に規定する期間は、国際出願日から四箇月とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ｲ) 受理官庁が、国際出願日を認めた後国際出願日から４月の期間内に、出願人がその国際出願日において当該受理官庁に国際出願をする資格を住所上の理由により明らかに欠いている者であると認定した場合には、当該国際出願は取り下げられたものとみなされる。
（〇）　PCT14条(4)、PCT11条(1)(i) 。「所定の期間」は４ヵ月である（PCT規則30.1）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 国際出願日はいったん認定されると取り消されることはなく、国際出願日から４月の期間内に、特許協力条約第11条に規定する国際出願日認定の要件が満たされていないことが発見されたとしても、国際出願の取下げとみなされるだけである。

（〇）　PCT14条(4)。「所定の期間」は４ヵ月である（PCT規則30.1）。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
第三十一規則 　第十三条の規定に基づいて請求される写し
３１．１ 写しの請求

（ａ） 第十三条（１）の規定に基づく要請は、当該国内官庁が指定官庁となつている国際出願の全部、特定の種類又は個々について行うことができる。国際出願の全部又は特定の種類についての要請は、前年の十一月三十日までに当該国内官庁から国際事務局にあてた通告により、毎年更新しなければならない。

（ｂ） 第十三条（２）（ｂ）の規定に基づく要請は、写しの作成及び郵便に係る費用を賄う手数料の支払を条件とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-26〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 出願人は、国際出願の写しを指定官庁に送付することをいつでも国際事務局に要請することができるが、当該要請のための手数料の支払は必要とされない。 
（×）　前半は、PCT13条(2)(b)により正しい。後半は、PCT規則31.1(b)により誤り。手数料の支払が条件になる。
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★
第三十三規則 　国際調査における関連のある先行技術
３３．１ 国際調査における関連のある先行技術

（ａ） 第十五条（２）の規定の適用上、関連のある先行技術とは、世界のいずれかの場所において書面による開示（図面その他の図解を含む。）によつて公衆が利用することができるようにされており、かつ、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの及び進歩性を有するもの（自明のものではないもの）と認められるかどうかを決定するに当たつて役立ち得るすべてのものをいう。ただし、公衆が利用することができるようにされたことが当該国際出願日前に生じていることを条件とする。
（ｂ） 書面による開示を公衆が利用することができるようにされたことが国際出願日と同じ日又はその後に生じている場合にあつては、国際調査報告は、書面による開示が口頭による開示、使用、展示その他の手段であつて書面による開示の内容を公衆が利用することができるようにしたものに言及し、かつ、公衆が利用することができるようにされたことが国際出願日前に生じていた場合には、その事実及びその事実の生じた日付を個々に指摘する。

（ｃ） いずれかの公表された出願又はいずれかの特許は、その公表の日が調査の対象となつている国際出願の国際出願日と同じ日又はその後であるがその出願の日（該当する場合には、その主張する優先日）が当該国際出願日前であるものである場合において、当該国際出願日前に公表されたとしたならば第十五条（２）の規定の適用上関連のある先行技術を構成したであろうとされるものであるときは、国際調査報告において特別に指摘する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ハ) いずれかの公表された出願又はいずれかの特許は、その公表の日が調査の対象となっている国際出願の国際出願日と同じ日又はその後であるがその出願の日(該当する場合には、その主張する優先日)が当該国際出願日前であるものである場合において、当該国際出願日前に公表されたとしたならば特許協力条約の国際調査に関する規定の適用上関連のある先行技術を構成したであろうとされるものであるときは、国際調査報告において特別に指摘される。
（○）　PCT規則３３.１(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

５ 国際調査は、関連のある先行技術を発見することを目的とするものであり、関連のある先行技術は、少なくとも、書面によって開示されており、かつ国際調査の対象となる国際出願の国際出願日前に公衆が利用できるようにされたものでなければならない。
（〇）　目的は、PCT15条(2)。先行技術の要件は、PCT規則33.1(a)。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
33.3 国際調査の方向付け

(a) 国際調査は、明細書及び図面に妥当な考慮を払つた上で、特に請求の範囲に含まれる発明概念に重点 を置いて、請求の範囲に基づいて行う。

(b) 国際調査は、可能かつ合理的である限り、請求の範囲に含まれる事項の全体又は補正後の請求の範囲 に含まれるであろうと合理的に予測される事項の全体について行う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国際調査は、可能かつ合理的である限り、請求の範囲に含まれる事項の全体又は補正後の請求の範囲に含まれるであろうと合理的に予測される事項の全体について行う。
（○）　PCT規則33.3(b)。
☆☆★｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★
第三十四規則 　最小限資料
３４．１ 定義

（ａ） 第二条（ⅰ）及び（ⅱ）の定義は、この第三十四規則については、適用しない。

（ｂ） 第十五条（４）に規定する資料（「最小限資料」）は、次のものから成る。

（ⅰ） （ｃ）に掲げる「国内特許文献」

（ⅱ） 公表された国際（ＰＣＴ）出願、特許又は発明者証の公表された広域出願並びに公表された広域特許及び広域発明者証

（ⅲ） 公表された非特許文献のうち国際調査機関が合意するものであつて最初の合意の際に及び変更の都度国際事務局によつて一覧表において公表されるもの

（ｃ） 「国内特許文献」は、（ｄ）及び（ｅ）の規定に従うことを条件として、次のものとする。

（ⅰ） アメリカ合衆国、スイス（ドイツ語及びフランス語のものに限る。）、旧ソヴィエト連邦、旧ドイツ特許庁、日本国、フランス及び連合王国によつて千九百二十年以後に発行された特許

（ⅱ） 大韓民国、ドイツ連邦共和国、中華人民共和国及びロシア連邦によつて発行された特許

（ⅲ） （ⅰ）及び（ⅱ）に掲げる国において千九百二十年以後に公表された特許出願

（ⅳ） 旧ソヴィエト連邦によつて発行された発明者証

（ⅴ） フランスによつて発行された実用証及び公表された実用証の出願

（ⅵ） 千九百二十年後に他の国によつて発行された特許及び他の国において公表された特許出願のうち英語、スペイン語、ドイツ語又はフランス語のものであつて優先権の主張を伴わないもの。ただし、当該他の国の国内官庁がこれらの文献を抽出して各国際調査機関が自由に利用することができるようにする場合に限る。

（ｄ） 出願が再度公表される場合（例えば、出願公開公報（Ｏｆｆｅｎｌｅｇｕｎｇｓｃｈｒｉｆｔ）及び出願公告公報（Ａｕｓｌｅｇｅｓｃｈｒｉｆｔ）の場合）又は三度以上公表される場合には、国際調査機関は、その資料にそれらのすべての種類を保持する義務を負わない。したがつて、各国際調査機関は、二種類以上を保持しないことができる。更に、出願が認められて特許又は実用証（フランス）が発行される場合には、国際調査機関は、その資料に出願及び特許又は実用証（フランス）の双方を保持する義務を負わない。したがつて、各国際調査機関は、出願又は特許若しくは実用証（フランス）のいずれか一方に限つて保持することができる。

（ｅ） 国際調査機関の公用語が中国語、韓国語、スペイン語、日本語又はロシア語でない場合には、当該国際調査機関は、その資料に中華人民共和国、日本国、大韓民国、ロシア連邦若しくは旧ソヴィエト連邦の特許文献又はスペイン語による特許文献であつて英語の要約が一般に利用することができないものを含めないことができる。英語の要約がこの規則の効力発生の日の後に一般に利用することができるようになつた場合には、その要約が一般に利用することができるようになつた後六箇月以内にその要約に係る特許文献を含めることが要求される。英語の要約が以前には一般に利用することができていた技術分野における英語の要約を提供する業務が中断した場合には、総会は、その技術分野におけるその業務の速やかな回復のための適当な措置をとる。

（ｆ） この第三十四規則の規定の適用上、公衆の閲覧に供されたにすぎない出願は、公表された出願とはみなさない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 国際調査に際し、国際調査機関がいかなる場合にも調査することが義務づけられている規則に定める資料(「最小限資料」)に、非特許文献は含まれない。
（×）　PCT規則34.1(b)(iii)。非特許文献も、(iii)の条件で含まれる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-40〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際調査機関が、関連のある先行技術を発見するために、いかなる場合にも調査しなければならない資料は、一定範囲の特許文献だけであり、非特許文献は含まれない。
（×）　PCT15条(4)。いかなる場合にも調査すべき「最小限資料」はPCT規則34.1(b)に定義されており、PCT規則34.1(b)(iii)に非特許文献が挙げられている。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
４ 公用語が日本語でない国際調査機関は、日本国の特許文献については、英語の要約が一般に利用することができないものを、国際調査における最小限資料に含めないことができる。

（〇）　PCT規則34.1(e)

☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第三十五規則 　管轄国際調査機関
３５．２ 二以上の国際調査機関による管轄

（ａ） 受理官庁は、第十六条（３）（ｂ）に規定する関係取決めに従い、次のいずれかの方法により二以上の国際調査機関を特定することができる。

（ⅰ） 当該受理官庁にされたいずれの国際出願についても特定するすべての国際調査機関によつて管轄されることを宣言し、かつ、その選択を出願人にゆだねること。

（ⅱ） 当該受理官庁にされた特定の種類の国際出願については一又は二以上の国際調査機関によつて管轄されることを宣言し、かつ、当該受理官庁にされた他の種類の国際出願については一又は二以上の他の国際調査機関によつて管轄されることを宣言すること。ただし、二以上の国際調査機関によつて管轄されることを宣言した種類の国際出願については、その選択を出願人にゆだねることを条件とする。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく権能を行使する受理官庁は、国際事務局に速やかに通知するものとし、国際事務局は、その通知を速やかに公表する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-40〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ ある受理官庁に受理された特定の種類の国際出願について、複数の国際調査機関が管轄する場合、出願人は、国際出願の国際調査を行う国際調査機関を選択することはできない。
（×）　PCT規則35.2(a)(i)・(ii)。出願人が選択する。
☆★☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
３５．３ 国際事務局が１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づく受理官庁である場合

（ａ） 国際出願が１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づいて受理官庁としての国際事務局にされた場合には、その国際出願についての国際調査は、その国際出願が１９．１の（ａ）の（ⅰ）若しくは（ⅱ）、（ｂ）若しくは（ｃ）又は１９．２（ⅰ）の規定に基づき管轄受理官庁にされたとしたならば管轄したであろう国際調査機関が管轄する。

（ｂ） （ａ）の規定に基づき二以上の国際調査機関が管轄する場合には、その選択を出願人にゆだねる。

（ｃ） ３５．１及び３５．２の規定は、１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づく受理官庁としての国際事務局については、適用しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１　国際出願が受理官庁としての国際事務局にされた場合には、その国際出願についての国際調査は、その国際出願が管轄受理官庁(国際事務局を除く。)にされたとしたならば管轄したであろう国際調査機関が管轄する。
（〇）　PCT規則35.3(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
１ 出願人全員が日本の居住者であり日本国籍のみを有する者である場合、国際調査は、その国際出願が受理官庁としての日本国特許庁にされたとしたならば管轄したであろう国際調査機関が管轄する。

（〇）　PCT規則35.3(a)、19.1(a)(i)・(ii)。
☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第三十六規則 　国際調査機関の最小限の要件
３６．１ 最小限の要件の定義

第十六条（３）（ｃ）に規定する最小限の要件は、次のとおりとする。

（ⅰ） 国内官庁又は政府間機関は、調査を行うために十分な技術的資格を備えた常勤の従業者を百人以上有していなければならない。

（ⅱ） 国内官庁又は政府間機関は、少なくとも、紙、マイクロフォーム又は電子媒体により、調査の目的のために適正に整備された第三十四規則に定める最小限資料を所有し又は利用し得るようにしていなければならない。

（ⅲ） 国内官庁又は政府間機関は、所要の技術分野を調査することができる職員であつて少なくとも第三十四規則に定める最小限資料が作成され又は翻訳された言語を理解する語学力を有するものを有していなければならない。

（ⅳ） 国内官庁又は政府間機関は、国際調査の一般原則に従い調査の質の管理制度及び内部における検討制度を設ける。

（ⅴ）国内官庁又は政府間機関は、国際予備審査機関として選定されなければならない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 国内官庁又は政府間機関は、国際調査機関として選定される前に及び選定されている間、特許協力条約に基づく規則に定める最小限の要件を満たしていなければならないが、当該国内官庁又は政府間機関は国際予備審査機関として選定される必要はない。

（×）　PCT16条(3)(a)・(c)。最小限の要件の一つとして、国際予備審査機関として選定される必要がある（PCT規則36.1(v)）。
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第三十七規則 　発明の名称の欠落又は欠陥
３７．２ 発明の名称の決定

国際出願に発明の名称の記載がない場合において出願人に対し発明の名称の補充をすることを求めた旨の受理官庁からの通知を国際調査機関が受領していないとき又は発明の名称が４．３の規定に従つていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関は、自ら発明の名称を決定する。当該発明の名称は、当該国際出願の国際公開に用いられる言語又は２３．１（ｂ）の規定に基づき他の言語による翻訳文が送付されかつ国際調査機関が希望する場合には当該翻訳文の言語で決定する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 国際出願に発明の名称の記載がない場合において、出願人に対し発明の名称の補充をすることを求めた旨の受理官庁からの通知を国際事務局が受領していないときには、国際事務局は、自ら発明の名称を決定する。

（×）　PCT規則37.2第１文。「国際事務局」ではなく、「国際調査機関」が、自ら発明の名称を決定する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査機関は、「発明の名称」が的確なものでないと認めた場合には、自ら「発明の名称」を作成する。この場合において、出願人は、国際調査報告が郵送で発送された日から１月を経過するときまでに、国際調査機関に対して修正の提案をすることができる。
（×）　規定なし。PCT規則37.2、PCT規則38.3を参照。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆★☆｜☆
第三十八規則 　要約の欠落又は欠陥
３８．１ 要約の欠落

国際出願に要約が含まれていない場合において、受理官庁が出願人に対し当該欠陥の補充をすることを求めた旨を国際調査機関に通知したときは、国際調査機関は、その国際出願は取り下げられたものとみなす旨の通知を受領しない限り、国際調査を続行する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条01〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 国際出願に要約が含まれていない場合において、受理官庁が出願人に対し当該欠陥の補充をすることを求めた旨を国際調査機関に通知したときは、国際調査機関は、その国際出願は取り下げられたものとみなす旨の通知を受領しない限り、国際調査を続行する。
（〇）　PCT規則38.1
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際出願に要約が含まれていない場合において、受理官庁が出願人に対し当該欠陥の補充をすることを求めた旨を国際調査機関に通知したときは、国際調査機関は、その国際出願は取り下げられたものとみなす旨の通知を受領しない限り、国際調査を続行する。

（〇） PCT規則38.1
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
３８．２ 要約の作成

国際出願に要約が含まれていない場合において出願人に対し要約の補充をすることを求めた旨の受理官庁からの通知を国際調査機関が受領していないとき又は要約が第八規則の規定に従つていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関は、自ら要約を作成する。当該要約は、当該国際出願の国際公開に用いられる言語又は２３．１（ｂ）の規定に基づき他の言語による翻訳文が送付されかつ国際調査機関が希望する場合には当該翻訳文の言語で作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条２〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際出願に要約が含まれていない場合において出願人に対し要約の補充をすることを求めた旨の受理官庁からの通知を国際調査機関が受領していない場合には、国際調査機関は、出願人に対し要約の補充をするよう求めることができる。
（×）　PCT規則38.2。国際調査機関は、自ら要約を作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ﾎ) 要約が規則に従って作成されていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関が要約を作成するが、出願人は、当該要約の修正又は当該要約についての意見を述べることは、一切できない。
（×）　PCT規則38.2、PCT規則38.3。前半は、PCT規則38.2により正しい。後半は、PCT規則38.3により、意見を述べることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
２ 国際出願に含まれている要約が特許協力条約に基づく規則第８規則〔要約〕の規定に従っていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関は、自ら要約を作成する。出願人は、国際調査機関が作成した要約について意見を述べる機会を与えられる。

（〇）　PCT規則38.2、38.3

☆☆★｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
３８．３ 要約の修正

出願人は、国際調査報告が郵送で発送された日から一箇月を経過するときまでに、国際調査機関に、次のいずれかを述べることができる。

（ⅰ） 提案された要約の修正

（ⅱ） 当該国際調査機関が要約を作成した場合には、提案された当該要約の修正若しくは当該要約についての意見、又は修正及び意見の両方
また、国際調査機関は、当該要約をそれに応じて修正するかどうかを決定する。国際調査機関は、当該要約を修正した場合には、その修正を国際事務局に通知する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ﾎ) 要約が規則に従って作成されていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関が要約を作成するが、出願人は、当該要約の修正又は当該要約についての意見を述べることは、一切できない。
（×）　PCT規則38.2、PCT規則38.3。前半は、PCT規則38.2により正しい。後半は、PCT規則38.3により、意見を述べることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査機関は、「発明の名称」が的確なものでないと認めた場合には、自ら「発明の名称」を作成する。この場合において、出願人は、国際調査報告が郵送で発送された日から１月を経過するときまでに、国際調査機関に対して修正の提案をすることができる。
（×）　規定なし。PCT規則37.2、PCT規則38.3を参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
２ 国際出願に含まれている要約が特許協力条約に基づく規則第８規則〔要約〕の規定に従っていないと国際調査機関が認めた場合には、国際調査機関は、自ら要約を作成する。出願人は、国際調査機関が作成した要約について意見を述べる機会を与えられる。

（〇）　PCT規則38.2、38.3

☆☆★｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十規則 　発明の単一性の欠如（国際調査）
４０．１ 追加手数料の支払の求め、期間

第十七条（３）（ａ）に規定する追加手数料の支払の求めは、次のとおりとする。

（ⅰ） 国際出願が発明の単一性の要件を満たしているとは認められない理由を明記する。

（ⅱ） 出願人に対し、追加手数料をその求めの日から一箇月以内に支払うよう求め、及び支払うべき手数料の額を表示する。

（ⅲ） 該当する場合には、出願人に対し、４０．２（ｅ）に規定する異議申立手数料をその求めの日から一箇月以内に支払うよう求め、及び支払うべき手数料の額を表示する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 出願人は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないことに自ら気づいた場合、追加手数料を受理官庁に支払うことができる。
（×）　PCT17条(3)(a)、PCT規則40.1など。出願人が自ら気づいた場合の規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。

１ 国際調査機関が、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認め、追加手数料を支払うよう求める場合、出願人は、発明の単一性の要件を満たしているとは認められない理由を知ることができる。

（〇）　PCT規則40.1(i)

★☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４０．２ 追加手数料

（ａ） 第十七条（３）（ａ）の規定に従って調査のために支払うべき追加手数料の額は、管轄国際調査機関が定める。

（ｂ） 第十七条（３）（ａ）の規定に従って調査のために支払うべき追加手数料は、国際調査機関に直接に支払う。

（ｃ） 出願人は、異議を申し立てて、すなわち、国際出願が発明の単一性の要件を満たしている旨又は要求された追加手数料の額が過大である旨の理由を示した陳述書を添付して、追加手数料を支払うことができる。異議は、国際調査機関の枠組みにおいて設置される検査機関が審理するものとし、この機関は、異議を正当と認める限度において追加手数料の全部又は一部を出願人に払い戻すことを命ずる。異議及び当該異議についての決定の書面は、出願人の請求により、国際調査報告とともに指定官庁に通知する。出願人は、第二十二条の規定に従って要求される国際出願の翻訳文の提出とともにそれらの書面の翻訳文を提出する。

（ｄ） （ｃ）に規定する検査機関の構成員には、異議の対象となった決定をした者を含めることができるが、これに限定してはならない。

（ｅ） 国際調査機関は、（ｃ）に規定する異議の審理には、異議申立手数料の国際調査機関への支払を条件とすることができる。出願人が４０．１（ⅲ）に規定する期間内に要求される異議申立手数料を支払わなかった場合には、その異議申立ては、行われなかったものとみなし、国際調査機関は、その旨を宣言する。（ｃ）に規定する検査機関がその異議を完全に正当と認めた場合には、異議申立手数料は、出願人に払い戻す。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-14〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 発明の単一性の要件の異議の審理には、国際調査機関は、異議申立手数料の支払いを条件とすることができる。この場合、国際調査機関の枠組みにおいて設置される検査機関がその異議を完全に正当であると認めたときは、異議申立手数料は出願人に払い戻される。また、場合により、検査機関は、一部の追加手数料を出願人に払い戻すように命ずることもある。

（〇）　PCT規則40.2(c)・(e)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
２ 発明の単一性の要件を満たしていないことを理由として追加手数料の支払いを国際調査機関から求められた出願人は、その国際調査機関に対して、追加の手数料を支払うことなく、理由を示した陳述書を添付して異議の申立てをすることができる。ただし、当該異議が正当と認められなかった場合には、追加手数料を支払わなければならない。

（×）　PCT規則40.2(c)、PCT17条(3)(a)。追加手数料は、支払わなければならない。異議が正当と認められれば、支払った手数料の全部または一部が払いもどされる。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★

第四十一規則 先の調査及び先の分類の結果の考慮 

４１．１ ４．１２の規定に基づく請求における先の調査の結果の考慮

出願人が、４．１２の規定に基づき、国際調査機関に対し、先の調査の結果を考慮することを請求し、かつ、１２の２．１の規定に従つた場合において、

（i） 当該先の調査が同一の国際調査機関によつて行われたとき又は国際調査機関として行動する官庁と同一の官庁によつて行われたときは、当該国際調査機関は、国際調査を行うに当たり当該先の調査の結果をできる限り考慮する。

（ii） 当該先の調査が他の国際調査機関によつて行われたとき又は国際調査機関として行動する官庁以外の官庁によつて行われたときは、当該国際調査機関は、国際調査を行うに当たり当該先の調査の結果を考慮することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ニ) 出願人が適正な条件に従って請求した場合において、国際調査機関の調査よりも先の調査が他の国際調査機関によって行われたとき又は国際調査機関として行動する官庁以外の官庁によって行われたときは、当該国際調査機関は、国際調査を行うに当たり当該先の調査の結果を考慮することができる。
（○）　PCT規則41.1(ii)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第四十二規則 　国際調査のための期間
４２．１ 国際調査のための期間

国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言を作成するための期間は、国際調査機関による調査用写しの受領から三箇月の期間又は優先日から九箇月の期間のうちいずれか遅く満了する期間とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際調査報告を作成するための期間は、国際調査機関による調査用写しの受領から３月の期間又は優先日から９月の期間のうちいずれか遅く満了する期間とする。

（〇）　PCT規則42.1
☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十三規則の二　 国際調査機関の書面による見解
４３の２．１ 書面による見解

（ａ） ６９．１（ｂの２）の規定に従うことを条件として、国際調査機関は、国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言の作成と同時に、次の事由について、書面による見解を作成する。

（ⅰ） 請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの（自明のものではないもの）及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうか。

（ⅱ） 国際出願が、当該国際調査機関の点検した範囲内で条約及びこの規則に定める要件を満たしているかどうか。

書面による見解には、規則に定める他の意見を付する。

（ｂ） 書面による見解の作成に当たつては、第三十三条（２）から（６）及び第三十五条（２）及び（３）、４３．４、４３．６の２、第六十四規則、第六十五規則、６６．１（ｅ）、６６．７、第六十七規則、７０．２（ｂ）及び（ｄ）、７０．３、７０．４（ⅱ）、７０．５（ａ）、７０．６から７０．１０、７０．１２、７０．１４並びに７０．１５（ａ）の規定を準用する。

（ｃ） 書面による見解には、国際予備審査の請求が行われた場合には、当該見解は、６６．１の２（ｂ）の規定に従うことを条件として、６６．１の２（ａ）の規定により、６６．２（ａ）の規定の適用上国際予備審査機関の書面による見解とみなされる旨、並びにこの場合には、５４の２．１（ａ）に規定する期間の満了前に当該機関に対し答弁書及び、適当な場合には、補正書を提出することを出願人に求める旨の通知を含める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際調査機関は、国際調査報告又は所定の事由がある旨の宣言の作成と同時に、請求の範囲に記載されている発明が新規性、進歩性及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうかについて、書面による見解を作成する。ただし、国際調査と同時に国際予備審査を開始する場合や出願人が作成を希望しない場合には、書面による見解を作成することを要しない。
（×）　PCT規則43の2.1(a)(i)、PCT規則69.1(bの2)。「出願人が作成を希望しない場合」は、挙げられていない。
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十四規則　 国際調査報告、書面による見解の送付等
４４．３ 列記された文献の写し

（ａ） 第二十条（３）の請求は、当該国際調査報告に係る国際出願の国際出願日から七年の期間いつでも行うことができる。

（ｂ） 国際調査機関は、（ａ）の請求を行つた当事者（出願人又は指定官庁）に対し、写しの作成及び郵便に係る費用を支払うことを要求することができる。写しの作成に係る費用は、当該国際調査機関と国際事務局との間に締結される第十六条（３）（ｂ）に規定する取決めで定める。

（ｃ） 削除

（ｄ） 国際調査機関は、自己に対して責任を負う他の機関を通じて（ａ）及び（ｂ）に定める任務を遂行することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ｲ) 国際調査機関は、出願人の請求に応じ、規則の定めるところにより、当該出願人に対し国際調査報告に列記された文献の写しを送付するが、当該請求は当該国際調査報告に係る国際出願の国際出願日から７年の期間いつでも行うことができる。
（〇）　PCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則44.3(a)に規定。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
５ 出願人は、国際調査機関に対し、国際調査報告に列記された文献の写しの送付を、当該国際調査報告に係る国際出願の国際出願日から７年の期間いつでも請求することができる。

（〇）　PCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則44.3(a)に規定。
☆★☆｜★☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十四規則の二 　国際調査機関による特許性に関する国際予備報告
４４の２．１ 報告の作成、出願人への送付

（ａ） 国際予備審査報告が作成された場合又は作成される予定の場合を除き、国際事務局は、国際調査機関に代わつて、４３の２．１（ａ）に規定する事項についての報告（第四十四規則の二において「報告」という。）を作成する。報告は、４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解と同一の内容とする。

（ｂ） 報告には「特許性に関する国際予備報告（特許協力条約第一章）」という表題及び第四十四規則の二の規定に基づき国際調査機関に代わつて国際事務局により作成された旨の表示を付す。

（ｃ） 国際事務局は、（ａ）に基づいて作成する報告を一通、速やかに出願人に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３　国際予備審査報告が作成された場合又は作成される予定の場合を除き、国際事務局は、国際調査機関に代わって、「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第１章)」という表題の報告を作成するが、その報告は、国際調査機関が作成した書面による見解と同一の内容である。
（〇）　PCT規則44の2.1(a)・(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
４ 国際調査機関の書面による見解と、特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)は、国際調査機関によって作成され、国際予備審査機関の書面による見解と、特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第二章)は、国際予備審査機関によって作成される。

（×）　PCT規則44の2.1(a)・(b)。｢特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)」は、国際事務局によって作成される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。

１ 国際予備審査報告が作成された場合又は作成される予定の場合を除き、国際事務局は、国際調査機関による見解書に「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)」なる表題を付した報告を作成し、出願人に送付する。また、国際事務局は、優先日から３０月経過した後に、当該報告を請求のあった指定官庁に送付する。

（〇）　PCT規則44の2.1(a)・(b)・(c)、PCT規則44の2.2(a)

☆★☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４４の２．２ 指定官庁への送達

（ａ） 国際事務局は、４４の２．１の規定に基づき報告が作成された場合には、９３の２．１の規定に従い報告を各指定官庁に送達する。ただし、優先日から三十箇月を経過する前であつてはならない。

（ｂ） 国際事務局は、出願人が第二十三条（２）の規定に基づき指定官庁に明示の請求を行つた場合には、当該指定官庁又は出願人の請求により、速やかに、４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解の写しを当該指定官庁に送達する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４　国際事務局は、「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第１章)」という表題の報告が作成された場合には、指定官庁の請求により、かつ、当該指定官庁が特定する時に、その報告を当該指定官庁に送達するが、優先日から３０月を経過する前には送達しない。
（〇）　PCT規則44の2.2(a)。PCT規則93の2.1参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。

１ 国際予備審査報告が作成された場合又は作成される予定の場合を除き、国際事務局は、国際調査機関による見解書に「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)」なる表題を付した報告を作成し、出願人に送付する。また、国際事務局は、優先日から３０月経過した後に、当該報告を請求のあった指定官庁に送付する。

（〇）　PCT規則44の2.1(a)・(b)・(c)、PCT規則44の2.2(a)
☆★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４４の２．３ 指定官庁のための翻訳

（ａ） 指定国は、自国の国内官庁の公用語以外の言語によつて、４４の２．１の規定に基づく報告が作成された場合には、英語による報告の翻訳文を要求することができる。この要求は、国際事務局に通知するものとし、国際事務局は、その要求を速やかに公報に掲載する。

（ｂ） （ａ）の規定により翻訳文が要求された場合には、当該翻訳文は、国際事務局の責任において作成する。

（ｃ） 国際事務局は、翻訳文の写しを、関係指定官庁及び出願人に指定官庁に報告を送達するのと同時に送付する。

（ｄ） ４４の２．２（ｂ）に規定する場合には、４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解は、当該指定官庁の請求により、国際事務局により又はその責任において英語に翻訳される。国際事務局は、翻訳の請求を受理した日から二箇月以内に、翻訳文の写しを当該指定官庁に送達し、同時に出願人に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-44〕　特許協力条約に関して。
３ 国際調査機関による見解書に「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)」という表題を付した報告が、指定国の国内官庁の公用語以外の言語によって作成された場合には、指定国は英語による報告の翻訳文を国際調査機関に要求することができ、当該翻訳文は国際調査機関の責任において作成される。

（×）　PCT規則44の2.3(a),(b)。国際事務局の責任において作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-15〕　特許協力条約に基づき、米国籍を有する出願人が受理官庁として米国特許商標庁に英語で国際出願し、当該国際出願に基づいて指定国日本で特許を受けるべく国内段階に移行するためにとる手続きについて。
(ﾊ) 出願人は、当該国際出願についての「特許性に関する国際予備報告(特許協力条約第一章)」が日本語で作成されていない場合は、日本語による翻訳文を提出しなければならない。

（×）　PCT規則44の2.3(a)・(b)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十五規則　 国際調査報告の翻訳
４５．１ 言語

国際調査報告及び第十七条（２）（ａ）の宣言は、英語で作成されていない場合には、英語に翻訳する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査報告又は１７条(2)(a)の宣言は、国際事務局により又はその責任において英語及び仏語に翻訳される。 
（×）　前半は、PCT18条(3)により、正しい。後半は、PCT規則45.1により、誤り。「英語及び仏語」ではなく、「英語」である。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆★★☆☆｜★
第四十五規則の二 　補充国際調査
４５の２．１ 補充調査請求

（ａ） 出願人は、優先日から二十二箇月を経過する前にいつでも、国際出願について４５の２．９の規定に基づき補充国際調査を管轄する国際調査機関が補充国際調査を行うことを請求することができる。その請求は、二以上の当該国際調査機関について行うことができる。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく請求（「補充調査請求」）については、国際事務局に対して行うものとし、その請求書には、次の事項を記載する。

（ⅰ） 出願人及び、該当する場合には、代理人の氏名又は名称及びあて名、発明の名称、国際出願日並びに国際出願番号
（ⅱ） 補充国際調査を行うことを請求される国際調査機関（「補充調査のために指定された機関」）

（ⅲ） 国際出願が当該国際調査機関により認められていない言語によりされた場合には、１２．３又は１２．４の規定に基づき受理官庁に提出された翻訳文を補充国際調査の基礎とするか否か。

（ｃ） 補充調査請求書には、該当する場合には、次のものを添付する。

（ⅰ） 国際出願がされた言語又は、該当する場合には、１２．３又は１２．４の規定に基づき提出された翻訳文の言語のいずれもが補充調査のために指定された機関が認める言語でない場合には、当該機関が認める言語による国際出願の翻訳文

（ⅱ） 補充調査のために指定された機関が要求する場合には、望ましくは、実施細則に定める基準を満たす電子形式による配列リストの写し

（ｄ） 国際出願が発明の単一性の要件を満たしていないと国際調査機関が認めた場合には、補充調査請求書には、当該国際調査機関が特定する発明のうち第十七条（３）（ａ）に規定する主発明以外の一の発明に補充国際調査を減縮することを出願人が希望する旨の表示を記載することができる。

（ｅ） 次の場合には、補充調査請求は行われなかつたものとみなし、国際事務局は、その旨を宣言する。

（ⅰ） （ａ）に規定する期間の満了後に受領した場合

（ⅱ） 補充調査のために指定された機関が、第十六条（３）（ｂ）に規定する関係取決めにおいて当該調査を行う用意がある旨を記載していない場合又は４５の２．９（ｂ）の規定に基づき当該調査を管轄しない場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

5 補充国際調査を希望する出願人は、優先日から22月を経過する前にいつでも、補充国際調査を管轄する国際調査機関に対して、補充調査請求を行うことができる。

（×） PCT規則45の2.1(a)・(b)。補充調査請求は、国際事務局に対して行う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条２〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 出願人は、優先日から２２月を経過する前にいつでも、国際出願について所定の手続により、補充国際調査を管轄する１又は２以上の国際調査機関が補充国際調査を行うことを請求することができる。
（○）　PCT規則45の2.1(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 出願人は、補充国際調査を行うことを請求する場合には、その請求は補充国際調査を管轄する２以上の国際調査機関について行うことができる。

（〇）　PCT規則45の2.1(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 補充国際調査の請求は、受理官庁又は国際調査機関に対して行う。
（×）　PCT規則45の2.1(b)。国際事務局に対して行う。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
45の2.3 補充調査手数料

(a) 補充国際調査を行う国際調査機関は、出願人に対し、当該調査の実施に係る手数料(「補充調査手数 料」)を支払うことを要求することができる。

(b) 補充調査手数料は、国際事務局が徴収するものとし、16.1(b)から(e)までの規定を準用す る。

(c) 補充調査手数料の支払期間及び支払額については、45の2.2(c)の規定を準用する。

(d) 国際事務局は、45の2.4(e)(􏰀)から(􏰃)までに規定する書類が補充調査のために指定され た機関に送付される前に、国際出願が取り下げられ、若しくは取り下げられたものとみなす場合又は補充調査請 求が取り下げられ、若しくは45の2.1(e)または45の2.4(d)の規定に基づき行われなかつたもの とみなす場合には、補充調査手数料を出願人に払い戻す。
(e) 補充調査のために指定された機関は、45の2.5(a)の規定に従い当該機関が補充国際調査を開 始する前に、45の2.5(g)の規定の基づき補充調査請求が行われなかつたものとみなす場合には、補充調 査手数料を第十六条(3)(b)に規定する関係取決めで定める範囲において及び条件に従つて払い戻す。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 出願人が、補充国際調査を管轄する国際調査機関により補充国際調査がなされることを請求する場合、補充国際調査を行う国際調査機関は、出願人から、当該調査の実施に係る手数料(「補充調査手数料」)を徴収する。
（×）　PCT規則45の2.3(b)。国際事務局が徴収する。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４５の２．７ 補充国際調査報告

（ａ） 補充調査のために指定された機関は、優先日から二十八箇月以内に、補充国際調査報告を作成し、又は補充国際調査報告を作成しない旨を４５の２．５（ｃ）の規定によつて適用する第十七条（２）（ａ）の規定に基づいて宣言する。

（ｂ） 補充国際調査報告、４５の２．５（ｃ）の規定によつて適用する第十七条（２）（ａ）の規定に基づく宣言及び４５の２．５（ｅ）の規定に基づく宣言は、すべて国際公開の言語で作成する。

（ｃ） 補充国際調査報告の作成に当たつては、（ｄ）及び（ｅ）の規定に従うことを条件として、４３．１、４３．２、４３．５、４３．６、４３．６の２、４３．８及び４３．１０を準用する。４３．９を準用する（ただし、４３．３、４３．７及び４４．２の引用は、存在しないものとみなす。）。第二十条（３）及び４４．３を準用する。

（ｄ） 補充国際調査報告には、文献が国際調査報告に引用されていない他の文献との関連で列記する必要がある場合を除くほか、国際調査報告に引用されている文献を列記することを必要としない。

（ｅ） 補充国際調査報告には、次の説明を記載することができる。

（ⅰ） 関連があると認められる文献の列記に関する説明

（ⅱ） 補充国際調査の範囲に関する説明
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 補充国際調査報告が作成される場合、書面による見解も作成される。
（×）　PCT規則45の2.7。補充国際報告のみ作成される。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
４５の２．９ 補充国際調査を管轄する国際調査機関

（ａ） 国際調査機関は、補充国際調査を行う用意がある旨が第十六条（３）（ｂ）に基づく関係取決めに記載されている場合には、当該取決めに規定する限定及び条件に従つて、補充国際調査を管轄する。

（ｂ） 国際出願について第十六条（１）に基づき国際調査を行う国際調査機関は、当該国際出願について補充国際調査を管轄してはならない。

（ｃ） （ａ）に規定する限定には、例えば、補充国際調査を行う対象となる事項に関する限定（４５の２．５（ｃ）の規定によって適用する第十七条（２）の規定に基づく限定を除く。）、特定の期間内に行う補充国際調査の総数に関する限定及び補充国際調査を一定の数を超える請求の範囲については行わない旨の限定を含むことができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条1〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際出願について国際調査を行う国際調査機関は、当該国際出願について補充国際調査を管轄する。
（×）　PCT規則45の2.9(b)。「管轄してはならない」。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
第四十六規則 　国際事務局に提出する請求の範囲の補正書
４６．2 提出先

第十九条の規定に基づく補正書は、直接国際事務局に提出する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条01〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
5　条約第１９条の規定に基づく補正書は、直接国際事務局に提出する。
（〇）　PCT規則46.2

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
４６．３ 補正書の言語

国際出願が国際公開に用いられる言語以外の言語でされた場合には、第十九条の規定に基づく補正は、国際公開の言語でする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾎ) 国際出願が国際公開に用いられる言語以外の言語でされた場合には、特許協力条約第１９条の規定に基づく補正は、国際出願の言語でする。

（×）　PCT規則46.3
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆★｜★
４６．５ 補正書の形式

（ａ） 出願人は、第十九条の規定に基づく補正をする場合には、最初に提出したすべての請求の範囲と差し替えるために、完全な一式の請求の範囲を含む差替え用紙を提出しなければならない。

（ｂ） 差替え用紙には、次のことを記載した書簡を添付する。

（ⅰ） 最初に提出した請求の範囲と補正により異なるものとなる請求の範囲を特定し、及び最初に提出した請求の範囲と補正後の請求の範囲との相違について注意を喚起すること。

（ⅱ） 最初に提出した請求の範囲であつて補正により削除されたものを特定すること。

（ⅲ） 出願時における国際出願中の補正の根拠を表示すること。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 出願人は、特許協力条約第19条の規定に基づく補正をする場合には、最初に提出したすべての請求の範囲と差し替えるために、完全な一式の請求の範囲を含む差替え用紙を提出しなければならない。
（○）　PCT規則46.5(a)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-40〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、特許協力条約第19条の規定に基づく補正のため、請求の範囲が記載された、最初に添付したすべての用紙について必ず差替え用紙を作成して提出しなければならない。

（〇）　PCT規則46.5(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 特許協力条約第３４条の規定に基づいて請求の範囲を補正する場合、補正の根拠を示す書簡を当該補正書に添付しなければならない。
（〇）　PCT規則66.8(c)、PCT規則46.5(b)(iii)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 出願人は、条約第19条の規定に基づく補正をする場合には、出願時における国際出願中の補正の根拠の表示を記載した書簡を提出する。
（○）　PCT規則46.5(b)(iii)。
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第四十七規則 　指定官庁への送達
４７．１ 手続

（ａ） 第二十条に規定する送達は、９３の２．１の規定に従い各指定官庁に対して、国際事務局が行う。ただし、４７．４の規定が適用される場合を除くほか、その国際出願の国際公開より前に行うことはできない。

（ａの２） 国際事務局は、９３の２．１の規定に従い、各指定官庁に対し、記録原本の受理の事実及び日付並びに優先権書類の受理の事実及び日付を通知する。

（ｂ） ４６．１の規定に基づく期間内に国際事務局が受理した補正書が第二十条に規定する送達に含まれていなかつた場合には、国際事務局は、当該補正書を指定官庁に速やかに送達し、出願人にその旨を通知する。

（ｃ）8 国際事務局は、優先日から二十八箇月を経過した後速やかに、出願人に対し、次の事項を記載した通知を送付する。

（ⅰ） ９３の２．１の規定に基づいて第二十条に規定する送達を請求した指定官庁及びその送達の日付

（ⅱ） ９３の２．１の規定に基づいて第二十条に規定する送達を請求しなかつた指定官庁

（ｃの２） 指定官庁は、次のとおり（ｃ）に規定する通知を受け入れる。

（ⅰ） （ｃ）（ⅰ）に規定する指定官庁の場合は、第二十条に規定する送達が通知に明記された日に正当に行われた証拠として。

（ⅱ） （ｃ）（ⅱ）に規定する指定官庁の場合は、当該官庁を指定官庁として行動する締約国が、第二十二条の規定に基づく出願人による国際出願の写しの提供を要求しない証拠として。

（ｄ） 各指定官庁は、要求したときは、４５．１に定める翻訳による国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言をも受領する。

（ｅ） 指定官庁が、優先日から二十八箇月を経過する前に、９３の２．１の規定に従い国際事務局に対し第二十条に規定する送達を請求しなかつたときは、当該官庁が指定官庁として行動する締約国は、４９．１（ａの２）の規定により、国際事務局に対し第二十二条の規定に基づく出願人による国際出願の写しの提出を要求しない旨を通知したものとみなされる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

３ 国際出願は、国際事務局によって、国際調査報告又は条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言とともに、各指定官庁に送達される。ただし、この送達は当該送達を請求しない指定官庁に対しては行われない。
（〇）　PCT20条(1)(a)。送達は、国際事務局が行う（PCT規則47.1(a)）。その送達は、関係する官庁による請求によつてのみ、かつ、官庁が特定する時に行われる（PCT規則93の2.1(a)）。
☆★★｜★★☆★☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆★★｜☆
第四十八規則 国際公開
４８．２ 内容
（ａ） 国際出願の国際公開は、次のものを含むものとする。

（ⅰ） 規格による表紙

（ⅱ） 明細書

（ⅲ） 請求の範囲

（ⅳ） 図面（該当する場合）

（ⅴ） 国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言（（ｇ）の規定が適用される場合を除く。）

（ⅵ） 第十九条（１）の規定に基づいて提出された説明書。ただし、当該説明書が４６．４の規定に従つていないと国際事務局が認めた場合を除く。

（ⅶ） 国際事務局が、国際公開の技術的な準備が完了する前に９１．３（ｄ）の規定に基づく公表の要請を受理した場合には、９１．３（ｄ）に規定する明白な誤記の訂正のための請求、理由及び意見

（ⅷ） 明細書とは別個に第十三規則の二の規定に基づいて届け出た寄託された生物材料についての表示及び国際事務局が当該表示を受理した日付の表示

（ⅸ） ２６の２．２（ｄ）に規定する優先権の主張に関する情報

（ⅹ） ４．１７に規定する申立て及び２６の３．１に規定する補充であつて２６の３．１に定める期間の満了前に国際事務局が受理したもの

（xi） ２６の２．３の規定に基づく優先権の回復のための請求に関する情報、及び当該請求に基づく受理官庁による決定（当該決定が基づいた回復のための基準に関する情報も含む。）

（ｂ） 表紙には、（ｃ）の規定に従うことを条件として、次のものを掲載する。

（ⅰ） 願書から抽出する事項その他の実施細則で定める事項

（ⅱ） ８．２（ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、国際出願が図面を含む場合には一又は二以上の図

（ⅲ） 要約。要約が英語及び他の言語の双方で作成されている場合には、英文を最初に掲載する。

（ⅳ） 該当する場合には、願書が４．１７に規定する申立てを含む旨の表示であつて、２６の３．１に定める期間の満了前に国際事務局が受理したもの

（ⅴ） 受理官庁が４．１８及び２０．６の規定に基づき要素又は部分を引用により含めることに基づいて、２０．３（ｂ）（ⅱ）又は２０．５（ｄ）の規定に基づき国際出願日を認めた場合には、その旨の表示及び出願人が２０．６（ａ）（ⅱ）のために優先権書類に関して１７．１（ａ）、（ｂ）若しくは（ｂの２）に従うことによつたかどうかの表示、又は先の出願の写しを別個に提出することによつたかどうかの表示

（ⅵ） 該当する場合には、公開された国際出願が２６の２．２（ｄ）の規定に基づく情報を含む旨の表示

（ⅶ） 該当する場合には、公開された国際出願が２６の２．３の規定に基づく優先権の回復のための請求に関する情報及び当該請求に基づく受理官庁の決定を含む旨の表示

（ｃ） 第十七条（２）（ａ）の宣言が行われた場合には、表紙には、目立つようにその事実について言及するものとし、図面及び要約のいずれも掲載することを要しない。

（ｄ） （ｂ）（ⅱ）に掲げる図は、８．２に定めるところによつて選択する。その図は、縮小された形態で表紙に転載することができる。

（ｅ） （ｂ）（ⅲ）に掲げる要約の全体を表紙に掲載することができない場合には、その要約は、表紙の裏面に掲載する。４８．３（ｃ）の規定に従つて公開される必要がある場合における要約の翻訳文についても、同様とする。

（ｆ） 請求の範囲について第十九条の規定に基づく補正がされた場合には、国際出願の国際公開には、出願時における請求の範囲の全文及び補正後の請求の範囲の全文を含める。 同条（１）に規定する説明書も、その説明書が４６．４の規定に従っていないと国際事務局が認める場合を除くほか、国際公開に含める。また、請求の範囲についての補正書の国際事務局による受理の日付を表示する。

（ｇ） 国際公開の技術的な準備の完了の時に国際調査報告をまだ利用することができない場合には、表紙には、国際調査報告を利用することができなかった旨、及び国際調査報告が（利用することができるようになったときに）改訂された表紙とともに別個に公開される旨を掲載する。

（ｈ） 国際公開の技術的な準備の完了の時に第十九条の規定に基づいて請求の範囲について補正をするための期間が満了していない場合には、表紙には、その事実について言及するものとし、同条の規定に基づいて請求の範囲について補正がされた場合に４６．１の規定に基づく期間内に国際事務局がその補正を受理した後速やかに改訂された表紙とともに補正後の請求の範囲の全文を掲載する。同条（１）に規定する説明書が提出されたときは、その説明書が４６．４の規定に従っていないと国際事務局が認める場合を除くほか、その説明書も、公開する。

（ｉ） 国際出願の国際公開の技術的な準備が完了した後に、９１．１の規定に基づく国際出願の明白な誤記の訂正の受理官庁、国際調査機関又は国際事務局による許可を、国際事務局が受理し、又は、該当する場合において付与したとき（該当する場合）には、訂正を含む用紙、又は差替え用紙及び９１．２の規定に基づき提出される書簡とともに、すべての訂正を示す陳述を公開し、表紙を再度公開する。

（ｊ） 国際出願の国際公開の技術的な準備が完了した時に２６の２．３の規定に基づく優先権の回復のための請求がなお係属している場合には、公開された国際出願は、当該請求に基づく受理官庁の決定に代え、当該決定が利用できなかつた旨、及び当該決定が利用することができるようになつたときに別個に公開される旨の表示を含む。

（ｋ） 国際事務局は、国際公開の技術的な準備が完了した後に９１．３（ｄ）の規定に基づく公開の請求を受理した場合には、当該公開の請求を受領した後に、当該規則に規定する訂正の請求、理由及び意見を速やかに公開し、表紙を再度公開する。

（ｌ） 国際事務局は、次のことを認めるときは、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局が受理した出願人による理由を示した請求により、情報を公開の対象から省略する。
(ⅰ） 当該情報が国際出願について公衆に周知する目的に明らかに資さないこと。

（ⅱ） 当該情報の公開により、いずれかの者の個人的な又は経済的な利益が明らかに損なわれること。

（ⅲ） 当該情報を利用する優先的な公共の利益がないこと。

２６．４の規定は、出願人がこの（ｌ）の規定に基づいて行う請求の対象である情報を提示する方法について準用する。

（ｍ） 受理官庁、国際調査機関、補充調査のために指定された機関又は国際事務局が（ｌ）に規定する基準を満たす情報を認める場合には、（ｌ）の規定に従つて出願人に国際公開の対象からの省略を請求するよう示唆することができる。

（ｎ） 国際事務局が（ｌ）の規定に従つて国際公開の対象から情報を省略し、及び当該情報が受理官庁、国際調査機関、補充調査のために指定された機関又は国際予備審査機関が保有する国際出願の一件書類に含まれる場合には、国際事務局は、速やかにその旨を当該官庁及び当該機関に通知する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 国際予備審査報告は、規則の定めるところによって、国際公開される。
（×）　PCT規則48.2(a)。国際予備審査報告は、国際公開に含まれていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際公開の技術的な準備が完了する前に請求の範囲について特許協力条約第１９条の規定に基づく補正がされた場合、出願時における請求の範囲の全文は、国際出願の国際公開には含めない。
（×）　PCT規則48.2(f)第１文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際出願の国際公開が英語以外の言語で行われる場合には、要約は当該言語及び英語の双方で国際公開される。この国際公開の表紙には、特許協力条約第17条(2)(a)の宣言が行われた場合を除いて、当該言語で作成された要約を最初に掲載する。
（×）　PCT規則48.3(c)、PCT規則48.2(b)(iii)。英文を最初に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査機関が国際調査報告を作成しないで見解書を作成した場合でも、当該見解書は、国際公開の対象とはならない。
（〇）　PCT規則48.2(c)。PCT21条(3)参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
１ 国際事務局が適切と認めた場合、国際公開には、明細書、請求の範囲、図面、国際調査報告又は特許協力条約第１７条(２ ) (ａ )〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言、国際調査機関の書面による見解、特許協力条約第１９条(１ )の規定に基づく補正書及びその説明書が含まれる。

（×）　PCT規則48.2(a)・(f)。国際調査機関の書面による見解は、国際公開に含まれない。ただし、国際調査機関の見解書と出願人が提出した非公式コメントは、原則、国際公開日から原文の言語でWIPOのウェブサイトで利用可能となった（2014.7.1より）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

１ 条約第１９条(１)の規定に基づく請求の範囲の補正が、出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされている場合には、当該補正後の請求の範囲は国際公開に含められることはない。
（×）　PCT規則48.2(f)、PCT19条(2)。そのような規定はない。補正後の請求の範囲の全文を含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。
５ 国際調査機関による見解書は、当該見解書に係る国際出願の請求の範囲に記載されている発明がすべて新規性、進歩性及び産業上の利用可能性を有するものと認める見解を示している場合には、国際公開される。
（×）　PCT規則48.2など。そのような規定はない。　PCT規則44の3.1(a)(1)は削除された。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 国際公開の技術的な準備の完了の時に国際調査報告をまだ利用することができない場合には、表紙には、国際調査報告を利用することができなかった旨、及び国際調査報告が(利用することができるようになったときに)改訂された表紙とともに別個に公開される旨を掲載する。
（○）　PCT規則48.2(g)。
☆☆☆｜☆☆☆★★｜★☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４８．３ 言語

（ａ） 国際出願は、アラビア語、英語、スペイン語、中国語、ドイツ語、日本語、韓国語、ポルトガル語、フランス語又はロシア語（「国際公開の言語」）でされた場合には、国際出願がされた言語で国際公開を行う。

（ｂ） 国際出願は、国際公開の言語でされず、かつ、１２．３又は１２．４の規定により、国際公開の言語による翻訳文が提出された場合には、当該翻訳文の言語で国際公開される。

（ｃ） 国際出願の国際公開が英語以外の言語で行われる場合には、国際調査報告（４８．２（ａ）（ⅴ）の規定により公表された部分に限る。）又は第十七条（２）（ａ）の宣言、発明の名称、要約及び要約に添付する図に係る文言は、当該言語及び英語の双方で国際公開を行う。英語による翻訳文は、１２．３の規定に基づき出願人が提出しない場合には、国際事務局の責任において作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-11〕　特許協力条約に関して。

(ﾆ) 国際出願の国際公開が英語以外の言語で行われる場合には、国際調査報告又は１７条（２）（ａ）の宣言、要約及び要約に添付する図に係る文言に限り、当該言語及び英語の双方で国際公開を行う。
（×）　PCT規則48.3(c)。「発明の名称」も対象になる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際調査報告が英語以外の国際公開の言語で作成された場合、国際調査報告の国際公開は、当該言語のみで行われ、英語では行われない。
（×）　PCT規則48.3(c)第１文
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際出願は、アラビア語、英語、スペイン語、中国語、ドイツ語、日本語、韓国語、ポルトガル語、フランス語又はロシア語でされた場合には、国際出願がされた言語で国際公開を行う。
（〇）　PCT規則48.3(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１　日本国特許庁を受理官庁として英語で国際出願することは認められているが、当該国際出願の国際公開は日本語で行われる。
（×）　国願法３条１項、国願法施規１２条、PCT規則48.3(a)。英語で公開される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際出願の国際公開が英語以外の言語で行われる場合には、要約は当該言語及び英語の双方で国際公開される。この国際公開の表紙には、特許協力条約第17条(2)(a)の宣言が行われた場合を除いて、当該言語で作成された要約を最初に掲載する。
（×）　PCT規則48.3(c)、PCT規則48.2(b)(iii)。英文を最初に掲載する。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
第四十九規則の三 　受理官庁による優先権の回復の効果、指定官庁による優先権の回復
４９の３．１ 受理官庁による優先権の回復の効果

（ａ） 受理官庁が当該優先期間内に国際出願が提出されなかつたことが状況により必要とされる相当な注意を払つたにもかからわず生じたとの認定に基づき、２６の２．３の規定に基づき優先権を回復した場合には、当該回復は、（ｃ）の規定に従うことを条件として、各指定国において効力を有する。

（ｂ） 受理官庁が当該優先期間内に国際出願が提出されなかつたことが故意ではないと認定し、２６の２．３の規定に基づき優先権を回復した場合には、当該回復は、（ｃ）の規定に従うことを条件として、国内法令が当該基準、又は出願人からみて当該基準より有利な基準に基づく優先権の回復を規定する指定国において効力を有する。

（ｃ） ２６の２．３の規定に基づく受理官庁による優先権の回復の決定は、指定官庁、裁判所若しくはその他の権限のある機関又は当該指定国のために行動する機関が、２６の２．３（ａ）の規定に基づき受理官庁に提出された請求に記載された理由及び２６の２．３（ｂ）（ⅲ）の規定に基づき受理官庁に提出された申立てその他の証拠を考慮に入れて、２６の２．３（ａ）、（ｂ）（ⅰ）又は（ｃ）の規定に基づく要件が満たされていないと認めた指定国においては効力を有しない。

（ｄ） 指定官庁は、（ｃ）に規定する要件が満たされていることについて合理的な疑義がない限り、受理官庁の決定を検査してはならず、この場合には、指定官庁は出願人にその旨を通知し、当該疑義の理由を示し、また、出願人に相当な期間内に意見を述べる機会を与える。

（ｅ） 指定国は、優先権の回復のための２６の２．３の規定に基づく請求を拒否する受理官庁の決定に拘束されることはない。

（ｆ） 受理官庁が優先権の回復のための請求を拒否する場合には、指定官庁は、当該請求を４９の３．２（ａ）の規定に基づき当該規則に規定する期間内に指定官庁に提出された回復の請求とみなすことができる。

（ｇ） 二千五年十月五日において（ａ）から（ｄ）までの規定が指定官庁によつて適用される国内法令に適合しない場合には、当該指定官庁がその旨を二千六年四月五日までに国際事務局に通告することを条件として、これら規定は、その国内法令に適合しない間、当該指定官庁については、適用しない。国際事務局は、その通告を速やかに公報に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-12〕　特許協力条約に基づく国際出願の優先権に関して。

２ 受理官庁が優先期間内に国際出願が提出されなかったことが状況により必要とされる相当な注意を払ったにもかかわらず生じたと認定したことに基づき、当該受理官庁が優先権を回復した場合には、当該回復は指定国において常に効力を生じる。
（×）　PCT規則49の3.1(a)・(c)。(c)の場合が例外になる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条01〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 指定国は、優先権の回復のための請求を拒否する受理官庁の決定に拘束される。
（×）　PCT規則49の3.1(e)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
４９の３．２ 指定官庁による優先権の回復

（ａ） 国際出願が先の出願に基づく優先権の主張を伴い、国際出願日が当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から二箇月の期間内である場合には、指定官庁は、（ｂ）の規定に基づく出願人の請求によつて、当該指定官庁が適用する基準（「回復のための基準」）が満たされていること、すなわち、優先期間内に国際出願が提出されなかつたことが、次のいずれかの場合によると認めたときには、優先権を回復する。

（ⅰ） 状況により必要とされる相当な注意を払つたにもかかわらず生じた場合

（ⅱ） 故意ではない場合

各指定官庁は、これらの基準のうち少なくとも一つを採用し、また基準の両方を採用することができる。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく請求は、次のとおりとする。

（ⅰ） 第二十二条に規定する期間から一箇月の期間内に又は、出願人が第二十三条（２）の規定に基づき指定官庁に明示の請求を行つた場合には、指定官庁が当該請求を受領した日から一箇月の期間内に、当該指定官庁に提出する。

（ⅱ） 当該優先期間内に国際出願を提出されなかつたことの理由を記載するとともに、（ｃ）の規定に基づき要求される申立てその他の証拠を公表することが望ましい。

（ⅲ） （ｄ）の規定に基づき要求される回復請求のための手数料を添える。

（ｃ） 指定官庁は、事情に応じて相当の期間内に（ｂ）（ⅱ）に規定する理由の記述を裏付ける申立てその他の証拠を要求することができる。

（ｄ） （ａ）の規定に基づく請求の提出は、回復請求手数料の指定官庁への支払を条件とすることができる。
（ｅ） 指定官庁は、（ａ）の規定に基づく請求の全部又は一部に関し、拒否しようとすることについて事情に応じて相当の期間内に意見を述べる機会を出願人に与えることなく、これを拒否しない。指定官庁による拒否しようとする書面は、（ｃ）の規定に基づく申立てその他の証拠を提出する求めとともに出願人に送付できる。

（ｆ） 指定官庁が適用する国内法令が、優先権の回復に関して、出願人の立場からみて、（ａ）及び（ｂ）の規定に基づく要件よりも有利な要件を規定する場合には、当該指定官庁は、優先権を決定する場合に、当該（ａ）及び（ｂ）の規定に基づく要件に代わり、国内法令の規定に基づく要件を適用することができる。

（ｇ） 各指定官庁は、当該指定官庁が適用する回復のための基準、要件、該当する場合には（ｆ）の規定に従つて適用される国内法令、及びこれに関する後の変更を国際事務局に通知するものとする。国際事務局は、当該情報を速やかに公報に掲載する。

（ｈ） 二千五年十月五日において（ａ）から（ｇ）までの規定が指定官庁によつて適用される国内法令に適合しない場合には、当該指定官庁がその旨を二千六年四月五日までに国際事務局に通告することを条件として、これらの規定は、当該国内法令に適合しない間、当該指定官庁については、適用しない。国際事務局は、その通告を速やかに公報に掲載する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 優先権の回復について、国際予備審査機関が決定を行う場合がある。
（×）　PCT規則26の2.3(a)、PCT規則49の3.2(a)。受理官庁または指定官庁である。
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆★☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第五十一規則の二　 第二十七条の規定に基づいて認められる国内的要件
５１の２．１ 認められる国内的要件

（ａ） ５１の２．２の規定に従うことを条件として、第二十七条の規定に従い、指定官庁が適用する国内法令により出願人に提出を要求することができるものは、特に次のものを含む。

（ⅰ） 発明者の特定に関する書類

（ⅱ） 出願し及び特許を与えられる出願人の資格に関する書類

（ⅲ） 出願人が先の出願をした出願人でない場合又は先の出願がされた日以後出願人の氏名が変更されている場合には、先の出願に基づく優先権を主張する出願人の資格に関する証明を含む書類

（ⅳ） 国内法令が二千十二年十月九日の時点において発明者であることについての宣誓又は申立ての提出を要求している国を指定して国際出願がされた場合には、発明者であることについての宣誓又は申立てを含む書類

（ⅴ） 特定の期間内における不当な行為に起因する開示、特定の博覧会における開示及び出願人による開示のような不利にならない開示に関する証拠又は新規性の喪失の例外に関する証拠

（ⅵ） 願書に署名をしていない当該指定国における出願人について、署名によつて国際出願を確認するもの

（ⅶ） 当該指定国における出願人に関する４．５（ａ）（ⅱ）及び（ⅲ）の規定により要求される表示のうち、願書から欠落しているもの

（ｂ） 指定官庁が適用する国内法令は、第二十七条（７）の規定に従い、次のことを要求することができる。

（ⅰ） 当該指定官庁に対して出願人を代理する資格を有する代理人によつて出願人が代理されること又は出願人が通知を受け取るためのあて名を指定国内に有すること。

（ⅱ） 出願人を代理する代理人がある場合には、当該代理人は、出願人によつて正当に選任されること。

（ｃ） 指定官庁が適用する国内法令は、第二十七条（１）の規定に従い、国際出願、その翻訳文又は国際出願に関する書類を二通以上提出することを要求することができる。

（ｄ） 指定官庁が適用する国内法令は、第二十七条（２）（ⅱ）の規定に従い、第二十二条の規定に基づいて出願人が提出する国際出願の翻訳文が次の要件を満たすことを要求することができる。

（ⅰ） 出願人又は国際出願を翻訳した者が、その知識の及ぶ限りにおいて完全かつ正確である旨の陳述をもつて証明すること

（ⅱ） 公の当局又は宣誓した翻訳者が認証すること。ただし、指定官庁が翻訳の正確性について合理的な疑義を有する場合に限る。

（ｅ） 指定官庁が適用する国内法令は、第二十七条の規定に従い、出願人に対し優先権書類の翻訳文を提出することを要求することができる。ただし、次の場合に限る。

（ⅰ） 優先権の主張の有効性が、その発明が特許を受けることができるかどうかについての判断に関連する場合

（ⅱ） 受理官庁が４．１８及び２０．６の規定に基づき要素又は部分を引用により含めることに基づいて、２０．３（ｂ）（ⅱ）又は２０．５（ｄ）の規定に基づき国際出願日が認められた場合において、８２の３．１（ｂ）の規定に基づき当該要素又は部分が優先権書類に完全に記載されているかどうかを決定するために、指定官庁が適用する国内法令が、明細書、請求の範囲又は図面の部分については、出願人に優先権書類の翻訳文のどの部分に当該部分が記載されているかに関する表示を提出することを要求できる場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-38〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 指定官庁が適用する国内法令が2012年10月９日の時点において発明者であることについての宣誓又は申立ての提出を要求している国を指定して国際出願がされた場合には、指定官庁は、発明者であることについての宣誓又は申立てを含む書類の提出を要求することができる。
（〇）　PCT規則51の2.1(a)(iv)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-16〕　特許協力条約に関して。

４ 特許協力条約に基づく規則51の2.2（書類又は証拠を要求することができない場合）の規定に従うことを条件として、特許協力条約第27条（国内的要件）の規定に従い、指定官庁が適用する国内法令により出願人に提出を要求することができるものには、発明者の特定に関する書類に加えて、出願し及び特許を与えられる出願人の資格に関する書類も含まれる。
（〇）　PCT規則51の2.1(a)(i)・(ii)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 指定官庁が適用する国内法令は、国際出願が、その形式又は内容について、特許協力条約及び特許協力条約に基づく規則に定める要件と異なる要件又はこれに追加する要件を満たすことを要求してはならないが、国際出願、その翻訳文又は国際出願に関する書類を２通以上提出することを要求することができる。
（〇）　PCT27条(1)。書類を２通以上提出することを要求できる（PCT規則51の2.1(c)）。
Ｃ部 第二章に関する規則
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆★｜☆
第五十三規則 　国際予備審査の請求書
５３．２ 内容

（ａ） 国際予備審査の請求書には、次の事項を記載する。

（ⅰ） 申立て

（ⅱ） 出願人及び、代理人がある場合には、代理人に関する表示

（ⅲ） 国際予備審査の請求に係る国際出願に関する表示

（ⅳ） 該当する場合には、補正に関する記述

（ｂ） 国際予備審査の請求書には、署名をする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 国際予備審査の請求書には、申立て、出願人及び、代理人がある場合には、代理人に関する表示、国際予備審査の請求に係る国際出願に関する表示、該当する場合には、補正に関する記述を記載するとともに署名をする。
（○）　PCT規則53.2

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際予備審査の請求書には、国際予備審査に係る国際出願を特定するために、必ず国際出願番号を記載しなければならない。
（×）　PCT規則53.2(a)(iii)、PCT規則53.6。国際出願番号を出願人が知らない場合には、国際出願がされた受理官庁の名称を記載する。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
第五十三規則 　国際予備審査の請求書
５３．６ 国際出願の特定

国際出願は、出願人の氏名又は名称及びあて名、発明の名称、国際出願日（出願人が知つている場合）並びに国際出願番号又は、国際出願番号を出願人が知らない場合には、国際出願がされた受理官庁の名称によつて特定する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際予備審査の請求書には、国際予備審査に係る国際出願を特定するために、必ず国際出願番号を記載しなければならない。
（×）　PCT規則53.2(a)(iii)、PCT規則53.6。国際出願番号を出願人が知らない場合には、国際出願がされた受理官庁の名称を記載する。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
第五十三規則 　国際予備審査の請求書
５３．７ 国の選択

国際予備審査の請求書の提出は、指定された国であつて第二章の規定に拘束される全締約国の選択を構成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の請求書の提出は、指定された国であって特許協力条約第２章の規定に拘束される全締約国の選択を構成する。
（〇）　PCT規則53.7
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
５３．８ 署名

国際予備審査の請求書には、出願人が署名をする。二人以上の出願人がある場合には、国際予備審査の請求をしたすべての出願人が署名をする。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際出願について２人以上の出願人がある場合、国際予備審査の請求書には、全ての出願人が署名をしなければならない。
（×）　原則としては、PCT規則53.8により全ての出願人の署名が求められる。しかし運用上は、PCT規則60.1(aの3)により、一人の署名でも十分なものとされている。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆★｜☆★☆☆☆｜☆
５３．９ 補正に関する記述

（ａ） 出願人は、第十九条の規定に基づく補正が行われた場合には、国際予備審査のため、補正に関する記述にその補正について次のいずれを希望するかを表示する。

（ⅰ） 当該補正を考慮する。この場合には、国際予備審査の請求書とともに補正書の写し及び４６．５（ｂ）の規定に従つて要求される書簡の写しを提出することが望ましい。

（ⅱ） 当該補正は、第三十四条の規定に基づく補正により取り消されたものとみなす。

（ｂ） 第十九条の規定に基づく補正が行われておらず、かつ、そのような補正書を提出する期間が満了していない場合には、この記述に、国際予備審査機関が６９．１（ｂ）の規定に従い国際調査と同時に国際予備審査を開始することを希望する場合には、６９．１（ｄ）の規定に従い国際予備審査の開始を延期することを希望する旨を表示することができる。

（ｃ） 第三十四条の規定に基づく補正書を国際予備審査の請求書とともに提出する場合には、その旨を補正に関する記述に表示する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査の請求書の提出の時に、特許協力条約第１９条の規定に基づく補正が行われた場合、国際予備審査において当該補正が考慮されるためには、出願人は、国際予備審査の請求書とともに補正書の写しを国際予備審査機関に提出しなければならない。
（×）　PCT規則53.9(a)(i) 。提出することが望ましい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 特許協力条約第19条の規定に基づく補正が行われておらず、かつ、そのような補正書を提出する期間が満了していない場合、出願人は、国際予備審査の請求書における補正に関する記述に、国際予備審査機関が国際調査と同時に国際予備審査を開始することを希望するときには、国際予備審査の開始を延期することを希望する旨を表示することができる。この場合において、国際予備審査機関は、同条の規定に基づく補正書の写しを受領するか、同条の規定に基づく補正をすることを希望しない旨の通知を出願人から受領しない限り、国際予備審査を開始することができない。 
（×）　前半は、PCT規則53.9(b)により正しい。後半は、PCT規則69.1(d)(i)~(iii)により３つの場合があるので誤り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、特許協力条約第19条の規定に基づく補正が行われた場合には、国際予備審査の請求書における補正に関する記述に、その補正を考慮することを希望するか、又はその補正は特許協力条約第34条の規定に基づく補正により取り消されたものとみなすことを希望するか、のいずれかを表示する。
（〇）　PCT規則53.9(a)
☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★
第五十四規則 　国際予備審査の請求をする資格を有する出願人
５４．２ 国際予備審査の請求をする権利

国際予備審査の請求をする出願人又は、二人以上の出願人がある場合にはそのうちの少なくとも一人の出願人が、第二章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民であり、かつ、第二章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願した場合には、第三十一条（２）の規定に基づく国際予備審査の請求をすることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 国際予備審査の請求をする出願人が複数である場合には、全ての出願人が、特許協力条約第2章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民でなければ、国際予備審査の請求をすることができない。
（×）　PCT規則54.2。全ての出願人でなくても良い。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１　国際予備審査の請求をする２人以上の出願人がある場合には、そのうちの少なくとも１人の出願人が、特許協力条約第２章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民であれば、同章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願していないときでも、国際予備審査の請求をすることができる。
（×）　PCT31条(2)(a)。「同章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願」した場合に限られる。２人以上の出願人がある場合の規定は、PCT規則54.2。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
５４．４ 国際予備審査の請求をする資格を有しない出願人

出願人又は、二人以上の出願人がある場合においては、いずれの出願人も５４．２の国際予備審査の請求をする資格を有しない場合には、当該請求は、行われなかつたものとみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際予備審査の請求をする出願人が、特許協力条約第２章の規定に拘束される締約国の居住者又は国民である場合において、同章の規定に拘束される締約国の受理官庁又はその締約国のために行動する受理官庁に国際出願していないときは、当該国際予備審査の請求は、行われなかったものとみなされる。
（〇）　PCT規則54.4。PCT規則54.2参照。
☆★☆｜☆☆☆☆★｜☆☆★☆☆｜☆★★☆☆｜☆
第五十四規則の二 　国際予備審査の請求をするための期間
５４の２．１ 国際予備審査の請求をするための期間

（ａ） 国際予備審査の請求は、次の期間のうちいずれか遅く満了する期間までにすることができる。

（ⅰ） 出願人への国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）の宣言及び４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解の送付から三箇月

（ⅱ） 優先日から二十二箇月

（ｂ） （ａ）に規定する期間の経過後になされた国際予備審査の請求は提出されなかつたものとみなし、国際予備審査機関は、その旨を宣言する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査機関は、出願人が明示的に早期の開始を請求した場合を除くほか、優先日から２２月の満了前までは、国際予備審査を開始しない。
（○）　PCT規則69.1(a)(iii)ただし書、PCT規則54の2.1(a)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の請求が、出願人への国際調査報告の送付の日から３月を経過する前になされた場合であっても、優先日から22 月を経過した後であるとき、当該請求は提出されなかったものとみなされ、国際予備審査機関はその旨を宣言する。
（×）　PCT規則54の2.1(a)・(b)。いずれか遅く満了する期間までは、請求できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 補充国際調査の請求をした出願人は、補充国際調査の結果が出る前に国際予備審査請求をすることができない。
（×）　PCT規則54の2.1など。そのような規定はない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 優先日から２０月を経過した日に国際調査報告が出願人に送付された場合、出願人は、送付から３月の期間の満了までに国際予備審査の請求をすることができる。
（〇）　PCT規則54の2.1(a)(i)・(ii)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。
２ 国際予備審査請求は、国際調査報告及び国際調査機関による見解書若しくは条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言を国際調査機関が出願人に送付した日から３月、又は当該国際出願の優先日から２２月のいずれか遅く満了する期間内に行わなければならない。

（〇）　PCT規則54の2.1(a)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
第五十五規則 　言語（国際予備審査）
５５．２ 国際出願の翻訳文

（ａ） 国際出願がされる言語及び国際出願が国際公開される言語のいずれもが国際予備審査を行う国際予備審査機関が認める言語でない場合には、出願人は、（ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、国際予備審査の請求書とともに、次の（ⅰ）及び（ⅱ）に該当する言語による国際出願の翻訳文を提出する。

（ⅰ） 国際予備審査機関が認める言語

（ⅱ） 国際公開の言語

（ａの２） 国際出願の（ａ）に規定する言語への翻訳文は、出願人が２０．３（ｂ）又は２０．６（ａ）の規定に基づき提出する第十一条（１）（ⅲ）（ｄ）又は（ｅ）に規定する要素、及び出願人が２０．５（ｂ）又は２０．６（ａ）の規定に基づき提出する２０．６（ｂ）の規定に基づき国際出願に含まれていたとみなされる明細書、請求の範囲又は図面の部分を含むものとする。

（ａの３） 国際予備審査機関は、（ａ）の規定に基づき提出された翻訳文について、第十一規則に定める様式上の要件が、国際予備審査のために必要な程度にまで満たされているかいないかを点検する。

（ｂ） （ａ）に規定する言語による国際出願の翻訳文が２３．１（ｂ）の規定に基づき国際調査機関に送付され、かつ、国際予備審査機関が国際調査機関と同一の国内官庁又は政府間機関の一部である場合には、出願人は、（ａ）の規定に基づく翻訳文を提出することを必要としない。この場合には、出願人が（ａ）の規定に基づく翻訳文を提出しない限り、国際予備審査は、２３．１（ｂ）の規定に基づき送付される翻訳文に基づいて行う。

（ｃ） （ａ）、（aの２）及び（aの３）に規定する要件が満たされず、かつ、（ｂ）の規定が適用されない場合には、国際予備審査機関は、出願人に対し、事情に応じて相当の期間内に要求する翻訳文又は必要な補充書を提出するよう求める。その期間は、求めの日から一箇月以上とするものとし、決定が行われる前はいつでも、国際予備審査機関が延長することができる。

（ｄ） 出願人が（ｃ）に定める期間内に求めに応ずる場合には、（ａ）、（aの２）及び（aの３）の要件が満たされたものとみなす。出願人が求めに応じない場合には、国際予備審査の請求書は、提出されなかつたものとみなし、国際予備審査機関は、その旨を宣言する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際出願がされる言語及び国際出願が国際公開される言語のいずれもが国際予備審査を行う国際予備審査機関が認める言語でない場合には、国際予備審査の請求をする出願人は、常に、国際予備審査の請求書とともに、次の（ｉ）及び（ｉｉ）に該当する言語による国際出願の翻訳文を提出しなければならない。

（ｉ） 国際予備審査機関が認める言語

（ii） 国際公開の言語
（×）　PCT規則55.2(a)。PCT規則55.2(b)の規定が適用される場合に、例外規定がある。
☆☆☆｜☆☆★★☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
第五十七規則 　取扱手数料
５７．１ 支払の義務

各国際予備審査の請求については、当該請求が提出される国際予備審査機関が徴収する国際事務局のための手数料（「取扱手数料」）を支払わなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(イ) 国際予備審査の請求については、国際出願の出願人は、国際事務局のための取扱手数料及び国際予備審査機関が要求する予備審査手数料の両方を、当該国際予備審査機関に支払う。
（○）　PCT規則57.1、58.1(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の請求について支払わなければならない手数料として、国際事務局のための取扱手数料と国際予備審査機関のための予備審査手数料がある。出願人は、これらの手数料を国際事務局に支払わなければならない。
（×）　PCT規則57.1、PCT規則58.1(a)・(c)。「国際事務局」ではなく、「国際予備審査機関」に支払う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際予備審査の請求について支払わなければならない手数料は、国際予備審査機関のための予備審査手数料のみである。
（×）　PCT規則57.1、PCT規則58.1。国際事務局のための手数料（「取扱手数料」）も、支払わなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-18〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の請求については、当該請求が提出される国際予備審査機関が、国際事務局のための手数料を徴収する。
（〇）　PCT規則57.1

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★★☆☆☆｜☆
５７．４ 払戻し

国際予備審査機関は、次の場合には、取扱手数料を出願人に払い戻す。

（ⅰ） 当該国際予備審査機関が国際予備審査の請求書を国際事務局に送付する前に、国際予備審査の請求が取り下げられた場合

（ⅱ） ５４．４又は５４の２．１（ｂ）の規定に基づき、国際予備審査の請求が行われなかつたものとみなされた場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査の請求に関して国際予備審査機関が徴収した取扱手数料が、出願人に払い戻されるのは、次の（ｉ）及び（ⅱ）の場合に限られる。

（ｉ）当該国際予備審査機関が国際予備審査の請求書を国際事務局に送付する前に、国際予備審査の請求が取り下げられた場合

（ⅱ）国際予備審査の請求をすることができる期間を経過した後に国際予備審査の請求がなされたために、当該請求が行われなかったものとみなされた場合
（×）　PCT規則57.4。54.4、54の2.1(b)。54.4の場合もあるので、×。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査機関は、国際予備審査の請求書を国際事務局に送付する前に、国際予備審査の請求が取り下げられた場合に限り、取扱手数料を出願人に払い戻す。
（×）　PCT規則57.4(i)・(ii)。(ii)の場合にも払い戻される。
☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆★｜★
第五十八規則 　予備審査手数料
５８．１ 手数料を要求する権利
（ａ） 各国際予備審査機関は、出願人に対し、国際予備審査の実施並びに条約及びこの規則によつて国際予備審査機関に与えられたその他のすべての任務の遂行に係る手数料（「予備審査手数料」）を支払うことを要求することができる。

（ｂ） 予備審査手数料の額は、国際予備審査機関が定める。予備審査手数料の支払期間及び支払額については、取扱手数料に関する５７．３の規定を準用する。

（ｃ） 予備審査手数料は、国際予備審査機関に直接に支払う。予備審査手数料は、国際予備審査機関が国内官庁である場合には当該国内官庁が定める通貨で、国際予備審査機関が政府間機関である場合には当該政府間機関の所在する国の通貨又はその国の通貨に自由に交換することができる通貨で支払う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国際予備審査の実施等に係る予備審査手数料は、国際予備審査機関が政府間機関である場合には、当該国際予備審査機関が定める通貨又は当該国際予備審査機関の所在する国の通貨で、当該国際予備審査機関に直接に支払わなければならない。
（×）　PCT規則58.1(c)。当該政府間機関の所在する国の通貨又はその国の通貨に自由に交換することができる通貨で支払う。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の請求について支払わなければならない手数料として、国際事務局のための取扱手数料と国際予備審査機関のための予備審査手数料がある。出願人は、これらの手数料を国際事務局に支払わなければならない。
（×）　PCT規則57.1、PCT規則58.1(a)・(c)。「国際事務局」ではなく、「国際予備審査機関」に支払う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際予備審査の請求について支払わなければならない手数料は、国際予備審査機関のための予備審査手数料のみである。
（×）　PCT規則57.1、PCT規則58.1。国際事務局のための手数料（「取扱手数料」）も、支払わなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(イ) 国際予備審査の請求については、国際出願の出願人は、国際事務局のための取扱手数料及び国際予備審査機関が要求する予備審査手数料の両方を、当該国際予備審査機関に支払う。
（○）　PCT規則57.1、58.1(c)

☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第五十八規則の二　 手数料の支払期間の延長
５８の２．１ 国際予備審査機関による求め

（ａ） 国際予備審査機関は、次の場合には、これらの手数料を賄うために必要な額及び、該当するときは、５８の２．２の規定に基づく後払手数料を求めの日から一箇月の期間内に支払うよう出願人に求める。

（ⅰ） 当該国際予備審査機関に支払われた額が取扱手数料及び予備審査手数料に不足すると認めた場合、又は

（ⅱ） ５７．３及び５８．１（ｂ）の規定に基づく支払時期までに手数料が当該国際予備審査機関に支払われていないと認めた場合

（ｂ） 国際予備審査機関が（ａ）の規定に基づく求めを送付し、かつ、出願人が（ａ）に規定する期間内に支払うべき額（該当する場合には、５８の２．２の規定に基づく後払手数料を含む。）を完全に支払わなかつた場合には、国際予備審査の請求は、（ｃ）の規定が適用される場合を除くほか、行われなかつたものとみなし、国際予備審査機関はその旨を宣言する。

（ｃ） 国際予備審査機関が（ａ）の規定に基づく求めを送付する前に受領した支払は、５７．３又は５８．１（ｂ）に規定する期間の満了前に受領したものとみなす。

（ｄ） 国際予備審査機関が（ｂ）の規定に基づく手続を行う前に受領した支払は、（ａ）の規定に基づく期間の満了前に受領したものとみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 国際予備審査の請求をした出願人は、所定の期間内に所定の手数料を国際予備審査機関に支払わなければならない。国際予備審査機関に支払われた額が不足する場合、国際予備審査機関は、その不足額を支払うよう出願人に求め、出願人がこれに応じないときは、国際予備審査の請求は行われなかったものとみなされる。
（〇）　第１文は、PCT31条(5)。第２文は、PCT規則58の2.1(a)(i)・(b)。
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
第五十九規則 　管轄国際予備審査機関
５９．３ 管轄国際予備審査機関への国際予備審査の請求書の送付

（ａ） 国際予備審査の請求書が受理官庁、国際調査機関又は国際出願の国際予備審査を管轄しない国際予備審査機関に提出された場合には、当該官庁又は当該機関は、当該請求書に受理の日付を付し、（ｆ）の規定に基づく手続を行うことを決定する場合を除くほか、速やかに、国際事務局に対し当該請求書を送付する。

（ｂ） 国際予備審査の請求書が国際事務局に提出された場合には、国際事務局は、当該請求書に受理の日付を付す。

（ｃ） 国際予備審査の請求書が（ａ）の規定により国際事務局に送付され又は（ｂ）の規定により国際事務局に提出された場合には、国際事務局は、速やかに次のことを行う。

（ⅰ） 一の管轄国際予備審査機関のみがある場合には、国際予備審査の請求書を当該国際予備審査機関に送付し、出願人にその旨を通知すること。

（ⅱ） 二以上の管轄国際予備審査機関がある場合には、出願人に対し、５４の２．１（ａ）に規定する期間又はその求めの日から十五日のうちいずれか遅い日までに、国際予備審査の請求書を送付すべき管轄国際予備審査機関を表示するよう求めること。

（ｄ） （ｃ）（ⅱ）の規定に基づいて要求される表示の提出があつた場合には、国際事務局は、速やかに、出願人が表示した管轄国際予備審査機関に対して国際予備審査の請求書を送付する。表示が提出されなかつた場合には、国際予備審査の請求書は、提出されなかつたものとみなし、国際事務局は、その旨を宣言する。
（ｅ） 国際予備審査の請求書は、（ｃ）の規定に従つて管轄国際予備審査機関に送付された場合には、（ａ）又は（ｂ）の規定により当該請求書に付された受理の日付の日に当該国際予備審査機関に代わつて（ａ）の官庁若しくは機関又は（ｂ）の国際事務局が受理したものとみなし、送付された国際予備審査の請求書は、当該日付に当該国際予備審査機関が受理したものとみなす。

（ｆ） （ａ）の規定により国際予備審査の請求書を提出された官庁又は機関が、当該請求書を管轄国際予備審査機関に直接送付することを決定する場合には、（ｃ）から（ｅ）までの規定を準用する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

 (ﾛ) 国際予備審査の請求書が国際事務局に送付され又は提出された場合において、２以上の管轄国際予備審査機関があるとき、国際事務局は、出願人に対し、所定の期間内に国際予備審査の請求書を送付すべき管轄国際予備審査機関を表示するよう求める。出願人が所定の期間内にその求めに応じない場合には、国際事務局の責任において管轄国際予備審査機関を選定し、国際予備審査の請求書を当該国際予備審査機関に送付する。 
（×）　前半は、PCT規則59.3(c)(ii)により、正しい。後半は、PCT規則59.3 (d)第２文により、誤り。国際予備審査の請求書は、提出されなかつたものとみなされる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査の請求書が受理官庁に提出された場合において、一の管轄国際予備審査機関のみがあるとき、その受理官庁は、その請求書に受理の日付を付したものを、決定により、管轄国際予備審査機関に直接送付することができる。
（〇）　PCT規則59.3(a)・(c)(i)・(f)。(f)の決定をした場合である。

☆☆☆｜☆☆☆☆★｜★★☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第六十規則 　国際予備審査の請求又は選択の欠陥
６０．１ 国際予備審査の請求書の欠陥

（ａ） （ａの２）及び（ａの３）の規定に従うことを条件として、国際予備審査の請求書が５３．１、５３．２（ａ）の（ⅰ）から（ⅲ）まで、５３．２（ｂ）、５３．３から５３．８まで及び５５．１に定める要件を満たしていない場合には、国際予備審査機関は、出願人に対し、事情に応じて相当の期間内に欠陥の補充をすることを求める。その期間は、求めの日から一箇月以上とするものとし、決定が行われる前はいつでも、国際予備審査機関が延長することができる。

（ａの２） ５３．４の規定の適用上、二人以上の出願人がある場合において、４．５（ａ）（ⅱ）及び（ⅲ）に規定する表示が出願人のうちの一人であつて５４．２の規定により国際予備審査の請求を行うことができる者についてされているときは、十分なものとする。

（ａの３） ５３．８の規定の適用上、二人以上の出願人がある場合において、国際予備審査の請求が出願人のうちの一人により署名されているときは、十分なものとする。

（ｂ） 出願人が（ａ）に定める期間内に（ａ）の求めに応ずる場合には、国際予備審査の請求書は、提出された国際予備審査の請求書が当該国際出願を特定することができることを条件として、実際の請求日に受理されたものとみなす。その他の場合には、国際予備審査の請求書は、国際予備審査機関が（ａ）の補充を受領した日に受理されたものとみなす。

（ｃ） 出願人が（ａ）に定める期間内に（ａ）の求めに応じない場合には、国際予備審査の請求は、行われなかつたものとみなし、国際予備審査機関は、その旨を宣言する。

（ｄ） 削除

（ｅ） 国際事務局は、欠陥を発見した場合には、その欠陥について国際予備審査機関の注意を喚起するものとし、国際予備審査機関は、（ａ）から（ｃ）までに定めるところによつて処理する。

（ｆ） 国際予備審査の請求書が補正に関する記述を含んでいない場合には、国際予備審査機関は、６６．１及び６９．１（ａ）又は（ｂ）の定めるところによつて処理する。

（ｇ） 補正に関する記述が第三十四条の規定に基づく補正書を国際予備審査の請求書とともに提出する旨の表示（５３．９（ｃ））を含んでいるがそのような補正書が実際には提出されていない場合には、国際予備審査機関は、出願人に対し指定した期間内に補正書を提出することを求め、かつ、６９．１（ｅ）の定めるところによつて処理する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) ２人以上の出願人がある国際出願において、国際予備審査の請求書には出願人のうちの１人の署名しかない場合であっても、そのことを理由として、国際予備審査機関が出願人に対し、国際予備審査の請求書の欠陥の補充を求めることはない。

（〇）　PCT規則60.1(aの3)。PCT規則53.8参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人が、国際予備審査機関から国際予備審査の請求書の欠陥の補充が命じられたにもかかわらず、所定の期間内に欠陥の補充をしなかったときは、その国際予備審査請求はなかったものとみなされ、その旨は国際事務局から出願人に通知される。
（×）　前半は、　PCT規則60.1(c)により、正しい。後半は、PCT規則61.1(b)により、誤り。「国際事務局から」ではなく、「国際予備審査機関」から出願人に通知される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際出願について２人以上の出願人がある場合、国際予備審査の請求書には、全ての出願人が署名をしなければならない。
（×）　原則としては、PCT規則53.8(b)により全ての出願人の署名が求められる。しかし運用上は、PCT規則60.1(aの3)により、一人の署名でも十分なものとされている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査の請求書が補正に関する記述を含んでいない場合、国際予備審査の請求書が提出された後にする特許協力条約第１９条の規定に基づく補正及び国際予備審査機関に対してする特許協力条約第３４条の規定に基づく補正は、国際予備審査機関が書面による見解又は国際予備審査報告の作成を開始した後に当該補正書が受理される場合を除き、国際予備審査のために考慮される。
（〇）　PCT規則60.1(f)、PCT規則66.1(d)、PCT規則66.4の2。
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第六十一規則　 国際予備審査の請求及び選択の通知
６１．１ 国際事務局及び出願人への通知

（ａ） 国際予備審査機関は、国際予備審査の請求書に受理の日又は、該当する場合には、６０．１（ｂ）に規定する日を表示する。国際予備審査機関は、当該請求書を国際事務局に速やかに送付し及びその写しを一件書類に保存し、又はその写しを国際事務局に送付し及び当該請求書を一件書類に保存する。

（ｂ） 国際予備審査機関は、出願人に対し、国際予備審査の請求書の受理の日を速やかに通知する。国際予備審査の請求が５４．４、５５．２（ｄ）、５８の２．１（ｂ）若しくは６０．１（ｃ）の規定により行われなか
つたものとみなされた場合には、国際予備審査機関は、出願人及び国際事務局に対しその旨を通知する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人が、国際予備審査機関から国際予備審査の請求書の欠陥の補充が命じられたにもかかわらず、所定の期間内に欠陥の補充をしなかったときは、その国際予備審査請求はなかったものとみなされ、その旨は国際事務局から出願人に通知される。
（×）　前半は、　PCT規則60.1(c)により、正しい。後半は、PCT規則61.1(b)により、誤り。「国際事務局から」ではなく、「国際予備審査機関」から出願人に通知される。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査機関が受理の日を表示した国際予備審査の請求書を国際事務局に送付したとき、国際事務局は、出願人に対し、その受理の日を速やかに通知する。
（×）　PCT規則61.1(a)・(b)第１文。「国際事務局」ではなく、「国際予備審査機関」が通知する。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
６１．２ 選択官庁への通知

（ａ） 第三十一条（７）の通知は、国際事務局が行う。

（ｂ） （ａ）の通知には、国際出願番号、国際出願日、出願人の氏名又は名称、優先権の主張の基礎となる出願の日（優先権の主張を伴う場合に限る。）、及び国際予備審査の請求書の国際予備審査機関による受理の日を表示する。

（ｃ） （ａ）の通知は、第二十条に規定する送達とともに選択官庁に送付する。その送達の後に行われた選択は、その選択が行われた後速やかに通知する。

（ｄ） 出願人が、国際出願の国際公開前に第四十条（２）の規定に基づき選択官庁に明示の請求を行つた場合には、国際事務局は出願人又は選択官庁の請求により、当該選択官庁に第二十条に規定する送達を速やかに行う。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 出願人は、国際予備審査の請求を管轄国際予備審査機関に対して行い、国際事務局は、各選択官庁に対し自己が選択官庁とされた旨を通知する。

（〇）　PCT31条(1)・(6)(a)・(7)。第３１条（７）の通知は、国際事務局が行う（PCT規則61.2(a)）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-42〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 選択官庁に対する、自己が選択官庁とされた旨の通知は、国際予備審査機関が行う。
（×）　第３１条（７）の通知は、国際事務局が行う（PCT規則61.2(a)）。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
第六十一規則　 国際予備審査の請求及び選択の通知
６１．４ 公報への掲載

国際事務局は、国際予備審査の請求書の提出の後であつてその国際出願が国際公開された後速やかに、実施細則の定めるところにより、国際予備審査の請求書及び選択国に関する情報を公報に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 国際事務局は、国際予備審査の請求書の提出の後であってその国際出願が国際公開された後速やかに、実施細則の定めるところにより、国際予備審査の請求書及び選択国に関する情報を公報に掲載する。
（○）　PCT規則61.4
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第六十二規則 　国際予備審査機関のための国際調査機関の書面による見解及び第十九条の規定に基づく補正書の写し

６２．１ 国際調査機関の書面による見解と国際予備審査の請求書が提出される前にする補正の写し
国際予備審査機関から国際予備審査の請求書又はその写しを受領した時は、国際事務局は、次のものを国際予備審査機関に速やかに送付する。

（ⅰ） ４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解の写し。ただし、国際調査機関として行動した国内官庁又は政府間機関が国際予備審査機関として行動する場合を除く。

（ⅱ） 第十九条の規定に基づく補正書の写し、同条に規定する説明書の写し及び４６．５（ｂ）の規定に従つて要求される書簡の写し。ただし、当該国際予備審査機関が既にその写しを受領した旨を表示した場合には、この限りでない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 特許協力条約第１９条の規定に基づく補正書及び同条に規定する説明書が国際事務局に提出されている国際出願について、国際予備審査の請求がなされた場合には、国際事務局は当該補正書の写し及び当該説明書の写しを国際予備審査機関に速やかに送付する。ただし、当該国際予備審査機関が既にその写しを受領した旨を表示した場合を除く。
（〇）　PCT規則62.1(ii)
☆★☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
６２．２ 国際予備審査の請求書が提出された後にする補正

第十九条の規定に基づく補正書の提出の時に国際予備審査の請求書が既に提出されている場合には、出願人は、その補正書を国際事務局に提出すると同時にその写し、同条に規定する説明書の写し及び４６．５（ｂ）の規定に従つて要求される書簡の写しを国際予備審査機関にも提出することが望ましい。いかなる場合にも、国際事務局は、そのような補正書の写し、説明書の写し及び書簡の写しを当該国際予備審査機関に速やかに送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 特許協力条約第１９条の規定に基づく補正書の提出の時に国際予備審査請求書が既に提出されている場合、出願人は、その補正書の写しを国際予備審査機関に提出しなければならない。
（×）　PCT規則62.2第１文。提出することが望ましい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-21〕　特許協力条約における国際予備審査に関して。
１ 出願人が、国際予備審査請求書を提出した後に条約第１９条(１)〔国際事務局に提出する請求の範囲の補正書〕の規定に基づく補正書を提出する場合には、出願人は、その補正書を国際事務局に提出すると同時に、その写し及び同条に規定する説明書の写しを国際予備審査機関にも提出しなければならない。

（×）　PCT規則62.2第１文。「望ましい。」
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
第六十二規則の二　　国際調査機関の書面による見解の国際予備審査機関のための翻訳

６２の２．１ 翻訳及び意見
（ａ） ４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解が、英語又は当該国際予備審査機関が認める言語でない場合には、国際予備審査機関の請求により、国際事務局の責任において英語に翻訳される。

（ｂ） 国際事務局は、翻訳の請求を受理した日から二箇月以内に、当該翻訳文の写しを国際調査機関に送付すると同時に出願人に送付する。

（ｃ） 出願人は、翻訳文の正確性について書面による意見を作成することができ、その写しを国際予備審査機関及び国際事務局に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
４ 国際調査機関の書面による見解が、英語又は当該国際予備審査機関が認める言語でない場合には、国際予備審査機関の請求により、国際事務局の責任において英語に翻訳される。国際予備審査機関は、翻訳文の正確性について書面による意見を作成することができる。

（×）　PCT規則62の2.1(a),(c)。前段は、PCT規則62の2.1(a)より正しい。後段は、PCT規則62の2.1(c)より誤り。意見を作成することができるのは、出願人である。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★

第六十三規則　国際予備審査機関の最小限の要件 

６３．１ 最小限の要件の定義

第三十二条（３）に規定する最小限の要件は、次のとおりとする。

（i） 国内官庁又は政府間機関は、審査を行うために十分な技術的資格を備えた常勤の従業者を百人以上有していなければならない。

（ii） 国内官庁又は政府間機関は、少なくとも、審査の目的のために適正に整備された第三十四規則に定める最小限資料を容易に利用することができるようにしておかなければならない。

（iii） 国内官庁又は政府間機関は、所要の技術分野について審査することができる職員であつて少なくとも第三十四規則に定める最小限資料が作成され又は翻訳された言語を理解する語学力を有するものを有していなければならない。

（iv） 国内官庁又は政府間機関は、国際予備審査の一般原則に従い調査の質の管理制度及び内部における検討制度を設ける。

（v） 国内官庁又は政府間機関は、国際調査機関として選定されていなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 国内官庁又は政府間機関が、国際予備審査機関として選定されるためには、国際調査機関として選定されている必要はない。
（×）　PCT規則63.1(v) ← PCT１６条(3)(c) ← PCT３２条（３）。選定されていなければならない。
☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜★
第六十四規則 　国際予備審査における先行技術
６４．１ 先行技術

（ａ） 第三十三条（２）及び（３）の規定の適用上、世界のいずれかの場所において書面による開示（図面その他の図解を含む。）によつて公衆が利用することができるようにされているすべてのものは、先行技術とする。ただし、公衆が利用することができるようにされたことが基準日前に生じていることを条件とする。

（ｂ） （ａ）の規定の適用上、基準日は、次の日とする。

（ⅰ） （ⅱ）及び（ⅲ）の規定が適用される場合を除くほか、当該国際予備審査の対象である国際出願の国際出願日

（ⅱ） 当該国際予備審査の対象である国際出願が先の出願に基づく優先権の主張を伴い、国際出願日が当該優先期間内である場合には、国際予備審査機関が当該優先権の主張を有効でないと判断した場合を除くほか、先の出願の日

（ⅲ） 当該国際予備審査の対象である国際出願が先の出願に基づく優先権の主張を伴い、国際出願日が当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から二箇月の期間内である場合には、国際予備審査機関が、当該国際出願の国際出願日が当該満了の日の後であるという理由以外で当該優先権の主張を有効でないと判断した場合を除くほか、先の出願の日
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ハ) 国際予備審査の対象である国際出願が、先の出願に基づく優先権の主張を伴い、国際出願日が当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から2月の期間内である場合は、当該先の出願の日が、国際予備審査における新規性及び進歩性を有するか否かの判断の基準日となることがある。
（○）　PCT規則64.1(b)(iii)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査の対象である国際出願が、先の出願に基づく優先権の主張を伴う場合であって、国際出願日が当該優先期間の満了の日の後であるが、当該満了の日から２月の期間内であるとき、当該先の出願の日が、国際予備審査における特許協力条約第33条（２）及び（３）に規定される新規性及び進歩性を有するか否かの判断の基準日となる場合がある。
（〇）　PCT規則64.1(b)(iii)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-18〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 新規性及び進歩性(自明のものではないこと)に係る国際予備審査において、書面により開示されたものが先行技術となるためには、公衆が利用することができるようにされていることが基準日前に生じていることが条件とされる。その基準日は、当該国際予備審査の対象である国際出願が先の出願に基づく優先権の主張を伴い、国際出願日が当該優先期間内である場合には、国際予備審査機関が当該優先権の主張を有効でないと判断した場合を除くほか、先の出願の日とする。
（〇）　PCT規則64.1(a)・(b)(ii)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
６４．２ 書面による開示以外の開示

口頭による開示、使用、展示その他の書面による開示以外の手段（「書面による開示以外の開示」）によつて公衆が利用することができるようにされたことが６４．１（ｂ）に定める基準日前に生じていた場合において、書面による開示以外の開示の日付がその基準日と同じ日又はその後に公衆が利用することができるようにされた書面による開示に記載されているときは、当該書面による開示以外の開示は、第三十三条（２）及び（３）の規定の適用上、先行技術の一部とはしない。もつとも、国際予備審査報告においては、当該書面による開示以外の開示につき７０．９に定める方法によつて注意を喚起する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
３ 口頭による開示、使用、展示その他の書面による開示以外の手段によって公衆が利用することができるようにされた日付が、国際予備審査報告に表示されることはない。

（×）　PCT規則64.2。国際予備審査報告に表示される（PCT規則70.9参照）。

☆☆☆｜★☆★★★｜☆★☆☆★｜★☆☆☆★｜☆
第六十六規則 　国際予備審査機関における手続
６６．１ 国際予備審査の基礎

（ａ） 国際予備審査は、（ｂ）から（ｄ）までの規定に従うことを条件として、出願時における国際出願に基づき行う。

（ｂ） 出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は６６．４の２の規定に従うことを条件として国際予備審査報告が作成されるまでの間、第三十四条の規定に基づく補正書を提出することができる。

（ｃ） 国際予備審査の請求書が提出される前にする第十九条の規定に基づく補正は、第三十四条の規定に基づく補正により差し替えられ又は取り消されたものとみなされる場合を除くほか、国際予備審査のために考慮に入れる。

（ｄ） 国際予備審査の請求書が提出された後にする第十九条の規定に基づく補正及び国際予備審査機関に対してする第三十四条の規定に基づく補正は、６６．４の２の規定に従うことを条件として、国際予備審査のために考慮に入れる。

（ｄの２） 国際予備審査機関は、６６．４の２の規定に従うことを条件として、９１．１の規定に基づき許可された明白な誤記の訂正を国際予備審査のために考慮に入れる。

（ｅ） 国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲は、国際予備審査の対象とすることを必要としない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ロ) 国際出願の出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は国際予備審査報告が作成されるまでの間、条約第３４条の規定に基づく補正書を提出することができる。
（○）　PCT規則66.1(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際出願の出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は国際予備審査報告が作成されるまでの間、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正書を提出することができるが、国際予備審査機関による当該補正書の受理が国際予備審査報告の作成を開始した後である場合、当該国際予備審査報告のために当該補正書が考慮されない場合がある。
（〇）　PCT規則66.1(b)、PCT規則66.4の2。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際予備審査の請求書が提出される前になされた特許協力条約第１９条の規定に基づく補正は、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正により差し替えられ又は取り消されたものとみなされる場合を除き、国際予備審査のために考慮に入れる。 
（〇）　PCT規則66.1(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査報告には、国際調査報告で引用された文献が全て列記される。また、国際予備審査に当たっては、国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲についても、国際予備審査の対象としなければならない。
（×）　PCT規則70.7(a)第２文。国際調査報告で引用された文献が全て列記されるわけではない。
PCT規則66.1(e)。国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲は、国際予備審査の対象とすることを必要としない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査の請求書が補正に関する記述を含んでいない場合、国際予備審査の請求書が提出された後にする特許協力条約第１９条の規定に基づく補正及び国際予備審査機関に対してする特許協力条約第３４条の規定に基づく補正は、国際予備審査機関が書面による見解又は国際予備審査報告の作成を開始した後に当該補正書が受理される場合を除き、国際予備審査のために考慮される。
（〇）　PCT規則60.1(f)、PCT規則66.1(d)、PCT規則66.4の2。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４　出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は国際予備審査報告が作成されるまでの間、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正書を提出することができる。その補正書は、国際事務局に提出するものとされている。
（×）　PCT規則66.1(b)、PCT規則66.3(a)・(b)。国際予備審査機関に直接に提出する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-18〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査の請求書が提出される前になされた特許協力条約第１９条の規定に基づく補正は、国際予備審査のために考慮に入れる。ただし、その補正が特許協力条約第３４条の規定に基づく補正により差し替えられ又は取り消されたものとみなされる場合を除く。
（〇）　PCT規則66.1(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
３ 発明の単一性の欠如に関して追加手数料を支払わなかったため、請求の範囲の一部について国際調査がされていない国際出願が、国際予備審査請求時に特許協力条約第３４条(2)(ｂ)に規定する補正を行って発明の単一性を満たすものとなった場合、国際予備審査機関は当該補正後の全部の請求の範囲について国際予備審査を行わなければならない。

（×）　PCT規則66.1(e)。国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲は、国際予備審査の対象とすることを必要としない。
☆★☆｜☆☆★☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
６６．１の２ 国際調査機関の書面による見解

（ａ） （ｂ）の規定に従うことを条件として、４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解は、６６．２（ａ）の規定の適用上、国際予備審査機関の書面による見解とみなされる。

（ｂ） 国際予備審査機関は、特定の国際調査機関が４３の２．１の規定に基づき作成した書面による見解について、（ａ）の規定がその国際予備審査機関における手続については適用されないことを国際事務局に通告することができる。ただし、この通告は、国際調査機関として行動する国内官庁又は政府間機関が、国際予備審査機関として行動する場合には適用しない。国際事務局は、その通告を速やかに公報に掲載する。

（ｃ） 国際予備審査機関は、（ｂ）の規定による通告により、４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解が、６６．２（ａ）の規定の適用上、国際予備審査機関の書面による見解とみなされない場合には、出願人にその旨を書面で通知する。

（ｄ） ４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解は、（ｂ）の規定による通告に基づき、６６．２（ａ）の適用上、国際予備審査機関の書面による見解とみなされない場合であつても、６６．２（ａ）の規定による手続において国際予備審査機関により考慮される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査において進歩性が欠如していると判断された場合であっても、国際予備審査機関は書面による見解を作成しなくてもよい場合がある。
（〇）　PCT規則66.1の2(a)
《　PCTハンドブック　1.12.3　》
　ただし、ISA 見解書は、原則として1、IPEA 見解書とみなされるため、[R66.1 の2(a)]、必ずしもIPEA 見解書は作成されない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-18〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査の請求が行われた場合には、所定の条件の下で、国際調査機関が作成した書面による見解は、国際予備審査機関の書面による見解とみなされる。
（〇）　PCT規則66.1の2(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。
３ 国際出願の出願人が国際予備審査を請求した場合、当該国際出願に係る国際調査機関による見解書は、国際予備審査機関の書面による見解とみなされる。ただし、国際予備審査機関は、国際事務局に通告を行うことにより、特定の国際調査機関が作成した書面による見解を国際予備審査機関の書面による見解とみなさないことができる。

（〇）　PCT規則66.1の2(a)・(b)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
６６．１の３ トップアップ調査

国際予備審査機関は、調査が何ら有益な目的に資さないと考えるものでない限り、国際調査報告を作成した日の後に発行された又は当該国際予備審査機関が調査のために利用可能となった第六十四規則に規定する文献を発見するための調査（以下、「トップアップ調査」という。）を行う。国際予備審査機関が第三十四条（３）若しくは（４）又は６６．１（ｅ）に規定するいずれかの事由があると認めた場合には、トップアップ調査は、国際出願のうち国際予備審査の対象となる部分のみについて行う。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際予備審査機関は、調査が何ら有益な目的に資さないと考えるものでない限り、国際調査報告を作成した日の後に発行された又は当該国際予備審査機関が調査のために利用可能となった第64規則に規定する文献（国際予備審査における先行技術）を発見するための調査を行う。
（〇）　PCT規則66.1の3第１文

☆★☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆★｜☆
６６．２ 国際予備審査機関の書面による見解

（ａ） 国際予備審査機関は、次のいずれかの場合には、出願人にその旨を書面で通知する。

（ⅰ） 当該国際予備審査機関が、第三十四条（４）に規定するいずれかの事由があると認めた場合

（ⅱ） 当該国際予備審査機関が、いずれかの請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの（自明のものではないもの）又は産業上の利用可能性を有するものとは認められないため、当該請求の範囲について国際予備審査報告が否定的となると認めた場合

（ⅲ） 当該国際予備審査機関が、国際出願の形式又は内容に条約又はこの規則に定める欠陥があると認めた場合

（ⅳ） 当該国際予備審査機関が、補正が出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされたものと認めた場合

（ⅴ） 当該国際予備審査機関が、請求の範囲、明細書及び図面の明瞭性又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされているかいないかの問題についての意見を国際予備審査報告に付することを希望した場合

（ⅵ） 当該国際予備審査機関が、請求の範囲が国際調査報告の作成されていない発明に関するものであると認め、かつ、その請求の範囲について国際予備審査を行わないことを決定した場合

（ⅶ） 国際予備審査機関が、有意義な国際予備審査を行うことができる形式でヌクレオチド又はアミノ酸の配列リストを入手することができないと認めた場合

国際予備審査機関として行動する国内官庁に係る国の国内法令が、多数従属請求の範囲を６．４（ａ）の第二文及び第三文の請求の範囲の記述方法と異なる方法で起草することを認めない場合において、６．４（ａ）の当該請求の範囲の記述方法が用いられないときは、国際予備審査機関は、第三十四条（４）（ｂ）の規定を適用することができる。この場合においては、当該国際予備審査機関は、出願人にその旨を書面で通知する。

（ｂ） （ａ）の通知には、国際予備審査機関の見解の根拠を十分に記述する。

（ｃ） （ａ）の通知においては、答弁書及び、適当な場合には、補正書を提出することを出願人に求める。

（ｄ） （ａ）の通知には、答弁のための期間として、事情に応じて相当の期間を指定する。指定する期間は、通常、通知の日の後二箇月とし、いかなる場合にも、通知の日の後一箇月未満であつてはならない。指定する期間は、通知と同時に国際調査報告が送付される場合には、通知の日の後二箇月以上とし、（ｅ）の規定に従うことを条件として、通知の日の後三箇月を超えてはならない。

（ｅ） （ａ）の通知に答弁をするための期間は、出願人が期間の満了前に延長する旨を請求した場合には、延長することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際予備審査機関が、出願人に対し、明細書、請求の範囲若しくは図面が明瞭でないため又は請求の範囲が明細書により十分な裏付けをされていないため、請求の範囲に記載されている発明の新規性、進歩性又は産業上の利用可能性について有意義な見解を示すことができない旨の見解を書面で示し、期間を指定して答弁を求めるとき、指定する期間は、いかなる場合にも通知の日の後１月未満とはされない。 
（〇）　PCT34条(4)(a)(ii)。通知の日の後一箇月未満であつてはならない（PCT規則66.2(a)(i)・(d)）。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３　国際調査機関が作成した書面による見解が国際予備審査機関の書面による見解とみなされる場合、出願人がその見解に対する答弁書の提出を求められることはない。
（×）　PCT規則66.2(a)・(c)。PCT規則66.1の2(a)、PCT規則43の2.1(c)を参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-21〕　特許協力条約における国際予備審査に関して。
２ 国際予備審査機関が、出願人に対し、書面により、請求の範囲に記載されている発明が進歩性を有しない旨の見解を示し、期間を指定して答弁を求めるときは、指定する期間は、いかなる場合にも通知の日の後１月未満とはされない。

（〇）　PCT規則66.2(d)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 国際予備審査機関の書面による見解に対する答弁をするための期間は、出願人が期間の満了の前に延長することを請求した場合には、1回に限り延長することができる。
（×）　PCT規則66.2(e)。１回に限りという規定はない。

☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
６６．３ 国際予備審査機関に対する正式の答弁

（ａ） 出願人は、補正をすることにより若しくは、国際予備審査機関の見解に同意しない場合には、抗弁を提出することにより又はその双方を行うことにより、６６．２（ｃ）に規定する国際予備審査機関の求めに対して答弁をすることができる。

（ｂ） （ａ）の答弁は、国際予備審査機関に直接に提出する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 出願人は、国際予備審査機関から、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するものとは認められないとの見解を書面により通知された場合、補正書の提出による答弁をすることはできるが、補正を伴わない抗弁の提出のみによる答弁はすることができない。
（×）　PCT規則66.3(a)。抗弁の提出のみによる答弁もできる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４　出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は国際予備審査報告が作成されるまでの間、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正書を提出することができる。その補正書は、国際事務局に提出するものとされている。
（×）　PCT規則66.1(b)、PCT規則66.3(a)・(b)。国際予備審査機関に直接に提出する。
☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★
６６．４ 補正書又は抗弁を提出するための追加の機会

（ａ） 国際予備審査機関は、希望するときは、追加の書面による見解を示すことができるものとし、６６．２及び６６．３の規定は、この場合についても適用する。
（ｂ） 国際予備審査機関は、出願人の請求により、出願人に対し、補正書又は抗弁を提出する一又は二以上の追加の機会を与えることができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ホ) 国際予備審査機関は、出願人の請求により、出願人に対し、補正書又は抗弁を提出する追加の機会を与えることができる。
（○）　PCT規則66.4(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
５ 国際予備審査機関は、希望するときは、追加の書面による見解を示すことができる。また、国際予備審査機関は、出願人の請求により、出願人に対し、補正書又は抗弁を提出するための機会を与えることができるが、この機会を２回以上与えることはできない。
（×）　PCT規則66.4。２回以上与えることができる。
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
６６．４の２ 補正書、抗弁又は明白な誤記の訂正の考慮

国際予備審査機関は、書面による見解又は国際予備審査報告の作成を開始した後に補正書、抗弁、又は明白な誤記の訂正を受理し、許可し、又は当該機関に対して通知された場合には、書面による見解又は国際予備審査報告のために当該補正書、抗弁、又は明白な誤記の訂正を考慮に入れることを必要としない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際出願の出願人は、国際予備審査の請求書の提出の時又は国際予備審査報告が作成されるまでの間、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正書を提出することができるが、国際予備審査機関による当該補正書の受理が国際予備審査報告の作成を開始した後である場合、当該国際予備審査報告のために当該補正書が考慮されない場合がある。
（〇）　PCT規則66.1(b)、PCT規則66.4の2。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査の請求書が補正に関する記述を含んでいない場合、国際予備審査の請求書が提出された後にする特許協力条約第１９条の規定に基づく補正及び国際予備審査機関に対してする特許協力条約第３４条の規定に基づく補正は、国際予備審査機関が書面による見解又は国際予備審査報告の作成を開始した後に当該補正書が受理される場合を除き、国際予備審査のために考慮される。
（〇）　PCT規則60.1(f)、PCT規則66.1(d)、PCT規則66.4の2。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
６６．５ 補正

請求の範囲、明細書又は図面についてのいかなる変更（請求の範囲、明細書中の特定の箇所及び特定の図面の削除を含むものとし、明白な誤記の訂正を除く。）も、補正とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 特許協力条約第３４条の補正により、明細書の発明の名称を補正することはできない。
（×）　PCT規則66.5、PCT規則5.1(a)。明細書に記載する「発明の名称」を補正できない規定はない。ただし、願書に記載する「発明の名称」と乖離が生じる？

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
６６．６ 出願人との非公式の連絡

国際予備審査機関は、電話、書面又は面談により、随時、出願人と非公式の連絡をすることができる。国際予備審査機関は、その裁量により、出願人が請求する場合に二回以上の面談を認めるかどうか又は出願人からの書面による非公式の連絡に対して回答するかどうかを決定する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 出願人は、国際予備審査機関と口頭及び書面で連絡する権利を有し、出願人が２回以上の面談を請求した場合であっても、当該請求が所定の期間内であれば、国際予備審査機関は、出願人と面談しなければならない。
（×）　PCT規則66.6。国際予備審査機関の裁量である。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆★☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
６６．８ 補正書の形式

（ａ） （ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、出願人は、明細書又は図面を補正する場合には、補正のため、先に提出した用紙と異なる国際出願のすべての用紙について差替え用紙を提出しなければならない。差替え用紙には、差し替えられる用紙と差替え用紙との相違について注意を喚起する書簡を添付する。当該書簡においては、出願時における国際出願中の補正の根拠を表示するものとし、また、補正の理由を説明することが望ましい。

（ｂ） 補正が一部の箇所の削除又は軽微な訂正若しくは追加である場合には、国際出願の関係する用紙の明瞭さ及び直接複製に悪影響を及ぼさないことを条件として、その用紙の写しに訂正又は追加をしたものを（ａ）に規定する差替え用紙とすることができる。補正により一の用紙の全体が削除されることとなる場合には、当該補正は、書簡によつて通知し、また、その書簡において当該補正の理由を説明することが望ましい。

（ｃ） 請求の範囲を補正する場合には、４６．５の規定を準用する。この（ｃ）の規定によつて準用する４６．５の規定に基づき提出された一式の請求の範囲は、最初に提出し、又は先に第十九条若しくは第三十四条の規定に基づいて補正したすべての請求の範囲と差し替える。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 出願人が特許協力条約第34条の規定に基づいて明細書を補正する際に提出した差替え用紙に添付した書簡であって、差し替えられる用紙と差替え用紙との相違について注意を喚起したものは、国際予備審査報告に附属書類として添付される。
（〇）　前半は、PCT規則66.8(a)により、正しい。後半は、PCT規則70.16(a)(i)により、正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 出願人は、明細書又は図面を補正する場合には、いかなるときも、補正のため、先に提出した用紙と異なる国際出願のすべての用紙について差替え用紙を提出しなければならない。
（×）　PCT規則66.8(a),(b)。66.8(b)に例外の記載あり。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 特許協力条約第３４条の規定に基づいて請求の範囲を補正する場合、補正の根拠を示す書簡を当該補正書に添付しなければならない。
（〇）　PCT規則66.8(c)、PCT規則46.5(b)(iii)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜★
第六十七規則　　第三十四条（４）（ａ）（ⅰ）に規定する国際出願の対象

６７．１ 定義
国際予備審査機関は、国際出願の対象の全部又は一部が次のいずれかである場合には、当該国際出願の全部又は一部について国際予備審査を行うことを要しない。

（ⅰ） 科学及び数学の理論

（ⅱ） 植物及び動物の品種又は植物及び動物の生産の本質的に生物学的な方法。ただし、微生物学的方法及び微生物学的方法による生産物については、この限りでない。

（ⅲ） 事業活動、純粋に精神的な行為の遂行又は遊戯に関する計画、法則又は方法
（ⅳ） 手術又は治療による人体又は動物の体の処置方法及び人体又は動物の体の診断方法

（ⅴ） 情報の単なる提示

（ⅵ） コンピューター・プログラムのうち国際予備審査機関が当該プログラムについて国際予備審査を行う態勢にある範囲外のもの
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ロ) 国際予備審査機関は、国際出願の対象の全部又は一部がコンピューター・プログラムのうち当該国際予備審査機関が当該プログラムについて国際予備審査を行う態勢にある範囲外のものである場合には、当該国際出願の全部又は一部について国際予備審査を行うことを要しない。
（○）　PCT規則67.1(vi)　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 国際出願の対象の全部又は一部が事業活動に関する方法である場合に、国際予備審査機関は、当該国際出願の全部又は一部について国際予備審査を行うことを要しない。
（○）　PCT規則67.1(iii)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第六十八規則 　発明の単一性の欠如（国際予備審査）
６８．１ 減縮又は支払を求めない場合

国際予備審査機関は、発明の単一性の要件が満たされていないと認めた場合において、請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを出願人に求めないときは、第三十四条（４）（ｂ）及び６６．１（ｅ）の規定に従うことを条件として、国際出願の全体について国際予備審査を進めるものとし、書面による見解及び国際予備審査報告において発明の単一性の要件を満たしていないと認めた旨を表示し及びその理由を明記する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合であっても、出願人に対し、請求の範囲の減縮及び追加手数料の支払いのいずれも求めることなく、国際出願の全体について国際予備審査を進めるときがある。そのときは、国際予備審査機関は、書面による見解及び国際予備審査報告において発明の単一性の要件を満たしていないと認めた旨を表示し及びその理由を明記する。
（〇）　PCT規則68.1
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★

６８．２ 減縮又は支払を求める場合

国際予備審査機関は、発明の単一性の要件が満たされていないと認めた場合において、出願人の選択により請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを出願人に求めるときは、その求めは、次のとおりとする。

（i） 国際予備審査機関の見解によれば該当する要件が満たされることとなる減縮の少なくとも一の可能性を明示する。

（ii） 国際出願が発明の単一性の要件を満たしているとは認められない理由を明記する。
（iii） その求めの日から一箇月以内に応じるよう出願人に求める。
（vi） 出願人が選択する場合には、支払うべき必要な追加手数料の額を表示する。
（v） 該当する場合には、出願人に対し、６８．３（ｅ）に規定する異議申立手数料をその求めの日から一箇月以内に支払うよう出願人に求め、及び、支払うべき手数料の額を表示する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 国際予備審査機関は、発明の単一性の要件が満たされていないと認めた場合において、出願人の選択により請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを出願人に求めるときは、その求めには、必要な手数料の額、応答期限、国際出願が発明の単一性の要件を満たしているとは認められない理由及び国際予備審査機関の見解によれば該当する要件が満たされることとなる減縮の少なくとも一の可能性を明示する。
（○）　PCT規則68.2。
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆★☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
６８．３ 追加手数料

（ａ） 第三十四条（３）（ａ）の規定に従って国際予備審査のために支払うべき追加手数料の額は、管轄国際予備審査機関が定める。

（ｂ） 第三十四条（３）（ａ）の規定に従って国際予備審査のために支払うべき追加手数料は、国際予備審査機関に直接に支払う。

（ｃ） 出願人は、異議を申し立てて、すなわち、国際出願が発明の単一性の要件を満たしている旨又は要求された追加手数料の額が過大である旨の理由を示した陳述書を添付して、追加手数料を支払うことができる。異議は、国際予備審査機関の枠組みにおいて設置される検査機関が審理するものとし、この機関は、異議を正当と認める限度において追加手数料の全部又は一部を出願人に払い戻すことを命ずる。異議及び当該異議についての決定の書面は、出願人の請求により、国際予備審査報告の附属書類として選択官庁に通知する。
（ｄ） （ｃ）に規定する検査機関の構成員には、異議の対象となった決定をした者を含めることができるが、これに限定してはならない。

（ｅ） 国際予備審査機関は、（ｃ）に規定する異議の審理には、異議申立手数料の国際予備審査機関への支払を条件とすることができる。出願人が６８．２（ⅴ）に規定する期間内に要求される異議申立手数料を支払わなかった場合には、その異議申立ては、行われなかったものとみなし、国際予備審査機関はその旨を宣言する。（ｃ）に規定する検査機関がその異議を完全に正当と認めた場合には、異議申立手数料は、出願人に払い戻す。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

３ 発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合に、出願人に対し、支払を求める追加手数料について、その額を定めることができるのは管轄国際調査機関のみである。
（×）　PCT34条(3)(a)、PCT規則68.3(a)。「管轄国際調査機関」ではなく、「管轄国際予備審査機関」が定める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条03〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

5 国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合に、国際予備審査機関が、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めたときに、出願人は、異議を申し立てることができない。
（×）　PCT規則68.3(c)。PCT34条(3)(a)参照。異議を申し立てることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際予備審査機関の枠組みにおいて設置される検査機関による異議についての決定の書面の翻訳文は、国際事務局が作成する。
（×）　PCT36条(2)(b)。異議についての決定の書面は国際予備審査報告の附属書類である（PCT規則68.3(c)）から、その翻訳文は出願人が作成する。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆
６８．４ 請求の範囲の不十分な減縮の場合の手続

出願人が請求の範囲を減縮した場合において、発明の単一性の要件が満たされるに至らないときは、国際予備審査機関は、第三十四条（３）（ｃ）の定めるところにより手続をとる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条４〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
２ 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。これに対して、出願人が請求の範囲を減縮した場合であっても、国際予備審査機関は、減縮後の請求の範囲のうち一部の発明に係る部分について国際予備審査報告を作成しないことがある。

（○）　前半は、PCT34条(3)(a)。後半は、PCT規則68.3とPCT34条(3)(c)。請求の範囲の不十分な減縮の場合は、こうなる。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆★☆｜☆
６８．５ 主発明

第三十四条（３）（ｃ）の規定の適用上、いずれの発明が主発明であるか疑わしい場合には、請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと国際予備審査機関が認める場合に、出願人が、請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことの求めに応じないときは、国際予備審査機関は、常に、請求の範囲に最初に記載されている発明について国際予備審査報告を作成する。
（×）　PCT34条(3)(a)・(c)、PCT規則68.5。基本は、「主発明であると認められる発明に係る部分について国際予備審査報告を作成」する。「常に、請求の範囲に最初に記載されている発明について国際予備審査報告を作成」するわけではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾊ) 国際予備審査機関は、国際出願が規則に定める発明の単一性の要件を満たしていないと認める場合には、出願人に対し、その選択によりその要件を満たすように請求の範囲を減縮し又は追加手数料を支払うことを求めることができる。出願人が所定の期間内にその求めに応じない場合には、国際予備審査機関は常に請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなし、当該主発明に係る部分について国際予備審査報告を作成する。 
（×）　PCT34条(3)(a)・(c)、PCT規則68.5。「常に請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなす」わけではない。主発明が明らかな場合は、請求の範囲に最初に記載されている発明を主発明とみなさないこともできる。
☆★☆｜★★☆★☆｜☆★★☆★｜☆☆★☆★｜☆
※２０１９年７月１日改正
第六十九規則 　国際予備審査の開始及び国際予備審査のための期間
６９．１ 国際予備審査の開始

（ａ） （ｂ）から（ｅ）までの規定に従うことを条件として、国際予備審査機関は、次の全てを受領した場合には、国際予備審査を開始する。ただし、出願人が５４の２．１（ａ）に規定する期間の満了する時まで国際予備審査の開始を延期するよう明示的に請求したときは、この限りではない。

（ⅰ） 国際予備審査の請求書

（ⅱ） 取扱手数料及び予備審査手数料の支払うべき額の全額（該当する場合には、５８の２．２の規定に基づく後払手数料を含む。）

（ⅲ） 国際調査報告又は第十七条（２）（ａ）に基づき国際調査報告を作成しない旨の国際調査機関による宣言のいずれか及び４３の２．１の規定に基づき作成された書面による見解
（ｂ） 国際調査機関として行動する国内官庁又は政府間機関が国際予備審査機関としても行動する場合には、国際予備審査は、その国内官庁又は政府間機関が希望するときは、（ｄ）及び（ｅ）の規定に従うことを条件として、国際調査と同時に開始することができる。

（ｂの２） 国際調査機関及び国際予備審査機関として行動する国内官庁又は政府間機関が、（ｂ）の規定に従い国際調査と同時に国際予備審査を開始することを希望し、かつ、第三十四条（２）（ｃ）（ⅰ）から（ⅲ）の全ての条件が満たされていると認める場合には、その国内官庁又は政府間機関は、国際調査機関として、４３の２．１の規定に基づく書面による見解を作成することを必要としない。

（ｃ） 補正に関する記述が第十九条の規定に基づく補正を考慮することを希望する旨の表示（５３．９（ａ）（ⅰ））を含む場合には、国際予備審査機関は、その補正書の写しを受領する前に国際予備審査を開始しない。

（ｄ） 補正に関する記述が国際予備審査の開始を延期することを希望する旨の表示（５３．９（ｂ））を含む場合には、国際予備審査機関は、次のいずれかが最初に生じるまでは、国際予備審査を開始しない。

（ⅰ） 当該国際予備審査機関が、第十九条の規定に基づく補正書の写しを受領すること。
（ⅱ） 当該国際予備審査機関が、第十九条の規定に基づく補正をすることを希望しない旨の通知を出願人から受領すること。

（ⅲ） ４６．１に規定する期間を経過すること。

（ｅ） 補正に関する記述が第三十四条の規定に基づく補正書を国際予備審査の請求書とともに提出する旨の表示（５３．９（ｃ））を含んでいるがそのような補正書が実際には提出されていない場合には、国際予備審査機関は、補正書の受領又は６０．１（ｇ）に規定する求めに定めた期間の満了のいずれかが先に生じるまでは、国際予備審査を開始しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国際予備審査機関は、国際予備審査の請求書、所定の手数料の支払うべき額の全額(所定の後払手数料を含む。)、国際調査報告及び、国際調査機関の書面による見解を全て受領しても、出願人が明示的に早期の開始を請求した場合を除き、規則に規定する期間の満了前までは、国際予備審査を開始してはならない。
（×）　PCT規則69.1(a)。全てを受領した場合には、国際予備審査を開始する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H30-条３〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査機関は、出願人が明示的に早期の開始を請求した場合を除くほか、優先日から２２月の満了前までは、国際予備審査を開始しない。
（○）　PCT規則69.1(a)ただし書、PCT規則54の2.1(a)。
⇒（×）　2019.07.01改正にて、逆の規定になった。PCT規則69.1(a)ただし書を参照。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-21〕　特許協力条約における国際予備審査に関して。
４ 国際出願について国際予備審査請求を行った場合であって、当該国際出願について国際調査報告が作成されず、条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言がされた場合には、国際予備審査報告が、当該国際出願について作成されることはない。

（×）　PCT規則69.1(a)(iii)。作成される場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 特許協力条約第19条の規定に基づく補正が行われておらず、かつ、そのような補正書を提出する期間が満了していない場合、出願人は、国際予備審査の請求書における補正に関する記述に、国際予備審査機関が国際調査と同時に国際予備審査を開始することを希望するときには、国際予備審査の開始を延期することを希望する旨を表示することができる。この場合において、国際予備審査機関は、同条の規定に基づく補正書の写しを受領するか、同条の規定に基づく補正をすることを希望しない旨の通知を出願人から受領しない限り、国際予備審査を開始することができない。 
（×）　前半は、PCT規則53.9(b)により正しい。後半は、PCT規則69.1(d)(i)~(iii)により３つの場合があるので誤り。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査の請求書における補正に関する記述に、特許協力条約第３４条の規定に基づく補正書を国際予備審査の請求書とともに提出した旨の表示があるにもかかわらず、当該補正書が国際予備審査の請求書と同時に提出されていない場合、国際予備審査機関は、当該補正書を受領した後でなければ、国際予備審査を開始することはできない。
（×）　PCT規則69.1(e)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 国際予備審査が請求され、国際調査機関として行動する国内官庁又は政府間機関が国際予備審査機関としても行動する場合には、所定の条件の下で国際調査と同時に国際予備審査を行うことができる。この場合、当該国内官庁又は政府間機関は、国際調査機関としての書面による見解を作成しないことがある。
（〇）　PCT規則69.1(b)・(bの2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２　国際調査機関は、国際調査報告又は所定の事由がある旨の宣言の作成と同時に、請求の範囲に記載されている発明が新規性、進歩性及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうかについて、書面による見解を作成する。ただし、国際調査と同時に国際予備審査を開始する場合や出願人が作成を希望しない場合には、書面による見解を作成することを要しない。
（×）　PCT規則43の2.1(a)(i)、　PCT規則69.1(bの2)。「出願人が作成を希望しない場合」は、挙げられていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
３ 国際調査機関として行動する国内官庁が国際予備審査機関としても行動する場合において、当該国内官庁が希望するときは、出願人の希望とは関係なく、国際予備審査は国際調査と同時に開始される。

（×）　PCT規則69.1(b)・(d)・(e)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-4〕　特許協力条約に関して。
５ 受理官庁により国際出願日が認められた国際出願については、国際調査報告又は特許協力条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言、及び国際調査機関の書面による見解が必ず作成される。ただし、当該国際出願は、取り下げられておらず、取り下げられたものとみなされてもいないものとする。
（×）　PCT規則69.1(bの2)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関し、国際調査機関が国際調査報告の作成と同時に作成する書面による見解(以下、「国際調査機関による見解書」という場合がある。)について。
４ 国際調査機関及び国際予備審査機関として行動する国内官庁は、国際予備審査を国際調査と同時に開始したときには、国際調査機関として国際調査機関による見解書を作成しなくてもよい場合がある。

（〇）　PCT規則69.1(bの2)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
６９．２ 国際予備審査のための期間

国際予備審査報告を作成するための期間は、次の期間のうち最も遅く満了する期間とする。

（ⅰ） 優先日から二十八箇月

（ⅱ） ６９．１に規定する国際予備審査の開始の時から六箇月
（ⅲ） ５５．２の規定に従って提出された翻訳文を国際予備審査機関が受理した日から六箇月
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ニ) 国際予備審査報告を作成するための期間は、優先日から３０月、国際予備審査の開始の時から６月、又は、規則の規定に従って提出された翻訳文を国際予備審査機関が受理した日から６月のうち、最も遅く満了する期間とする。
（×）　PCT規則69.2。優先日から２８カ月。３０月では、各国移行の判断に間に合わないのでおかしいと気付く。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-52〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査のための翻訳文の提出が不要な国際出願の場合、国際予備審査報告は優先日から２８月又は国際予備審査の開始の時から６月のいずれか遅く満了する期間内に作成される。
（〇）　PCT規則69.2(i)・(ii)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆★｜☆☆☆★☆｜☆
第七十規則 　国際予備審査機関による特許性に関する国際予備報告（国際予備審査報告）

７０．２ 報告の基礎

（ａ） 請求の範囲について補正がされた場合には、報告は、補正後の請求の範囲に基づいて作成する。

（ｂ） ６６．７（ａ）又は（ｂ）の規定に従い優先権の主張がされなかつたものとして報告を作成する場合には、報告には、その旨を表示する。

（ｃ） 国際予備審査機関が、補正が出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされたものと認める場合には、報告は、その補正がされなかつたものとして作成するものとし、報告には、その旨及びその開示の範囲を超えてされた補正と認める理由を表示する。

（ｃの２） 請求の範囲、明細書又は図面についての補正が行われた場合であつても、出願時における国際出願中の補正の根拠を表示する書簡であつて、４６．５（ｂ）（ⅲ）の規定、６６．８（ｃ）の規定によつて準用する４６．５（ｂ）（ⅲ）の規定又は６６．８（ａ）の規定に基づき要求されるものが差替え用紙に添付されていないときは、報告は、その補正が行われなかつたものとして作成することができる。この場合において、報告には、その旨を表示する。

（ｄ） 請求の範囲が国際調査報告の作成されていない発明に関する場合であつて、そのため国際予備審査の対象とならないときは、報告にその旨を表示する。

（ｅ） ６６．１の規定に基づき明白な誤記の訂正が考慮に入れられる場合には、国際予備審査報告にその旨を表示する。６６．４の２の規定に従い明白な誤記の訂正を考慮に入れない場合には、可能なときは国際予備審査報告にその旨を表示し、表示がない場合には、国際予備審査機関は国際事務局にその旨を通知し、国際事務局は、実施細則に定めるところによつて処理する。

（ｆ） 報告には、６６．１の３の規定に基づくトップアップ調査が行われた日を記載し、又はトップアップ調査が行われなかった旨を記述する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条03〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 国際予備審査機関が、補正が出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされたものと認めた場合には、開示の範囲を超えてされた補正と認める理由を表示すると共に、当該補正後の請求の範囲に基づいて報告を作成する。
（×）　PCT規則70.2(c)。その補正がされなかつたものとして作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-47〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 国際予備審査機関が、特許協力条約第34条（２）（ｂ）の規定に基づく補正が出願時における国際特許出願の開示の範囲を超えてなされたものと認める場合には、国際予備審査報告は、補正がされていない部分も含めて作成されない。
（×）　PCT規則70.2(c)。その補正がされなかつたものとして作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾆ) 特許協力条約第３４条の規定に基づき明細書を補正する場合に、差し替え用紙に添付することが要求される補正の根拠を表示する書簡であって、差し替えられる用紙と差し替え用紙との相違について注意を喚起する書簡が差し替え用紙に添付されていないときは、国際予備審査報告は、その補正が行われなかったものとして作成することができる。 

（〇）　PCT規則70.2(cの2)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆
７０．６ 第三十五条（２）の記述

（ａ） 第三十五条（２）の記述は、「是」若しくは「非」の語、報告の言語におけるこれらの同義語又は実施細則で定める適当な記号から成るものとし、その記述には、該当する場合には、列記、説明及び第三十五条（２）の末文の意見を付する。

（ｂ） 第三十五条（２）に規定する三の基準（新規性、進歩性（自明のものではないこと）及び産業上の利用可能性）のいずれかに適合していない場合には、（ａ）の記述は、否定的なものとする。この場合において、いずれかの基準に適合しているときは、報告には、その適合している基準を明記する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条03〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国際予備審査報告において、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの(自明のものではないもの)及び産業上の利用可能性の基準に適合していると認められるかどうかを各請求の範囲について、「是」若しくは「非」の語、報告の言語におけるこれらの同義語又は実施細則で定める適当な記号で記述したときに、その記述に説明を付さない場合がある。
（〇）　PCT規則70.6(a)。該当しない場合には、その記述に説明を付さない場合がある。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆★｜☆☆☆★☆｜☆
７０．７ 第三十五条（２）の列記

（ａ） 報告には、第三十五条（２）の規定に従つて行われる記述を裏付けるため関連のあると認められる文献を、当該文献が国際調査報告で引用されているか否かを問わず、列記する。国際調査報告で引用されている文献は、国際予備審査機関により関連があると認められた場合にのみ国際予備審査報告に列記する必要がある。
（ｂ） ４３．５（ｂ）及び（ｅ）の規定は、報告についても適用する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条03〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 国際予備審査報告には、請求の範囲に記載されている発明が新規性を有するもの、進歩性を有するもの(自明のものではないもの)及び産業上の利用可能性を有するものと認められるかどうかの問題についての予備的なかつ拘束力のない見解を裏付ける文献として、国際調査報告で引用されている文献はすべて列挙される。
（×）　PCT規則70.7(a)。「すべて列挙される」のではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-59〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査に当たっては、国際調査報告に列記されたすべての文献を考慮に入れるものとするが、国際調査報告で引用されている文献は、国際予備審査機関により関連があると認められた場合にのみ国際予備審査報告に列記する必要がある。
（〇）　前半は、PCT33条(6)より正しい。後半は、PCT規則70.7(a)より正しい。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-39〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 国際予備審査報告には、国際調査報告で引用された文献が全て列記される。また、国際予備審査に当たっては、国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲についても、国際予備審査の対象としなければならない。
（×）　PCT規則70.7(a)第２文。国際調査報告で引用された文献が全て列記されるわけではない。
PCT規則66.1(e)。国際調査報告が作成されていない発明に関する請求の範囲は、国際予備審査の対象とすることを必要としない。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
７０．１６ 報告の附属書類

（ａ） 次の差替え用紙及び書簡は、報告に附属書類として添付する。ただし、（ⅰ）から（ⅲ）までに規定する差替え用紙については、後の差替え用紙又は６６．８（ｂ）の規定に基づき用紙の全体を削除することとなる補正によつて差し替えられたもの又は取り消されたとみなすものを除く。

（ⅰ） 第三十四条の規定に基づく補正を含む６６．８に規定する差替え用紙並びに６６．８（ａ）及び６６．８（ｂ）に規定する書簡並びに６６．８（ｃ）の規定によつて準用する４６．５（ｂ）に規定する書簡

（ⅱ） 第十九条の規定に基づく補正を含む４６．５に規定する差替え用紙及び４６．５に規定する書簡
（ⅲ） ９１．２の規定によつて準用する２６．４に規定する差替え用紙であつて９１．１（ｂ）（ⅲ）に規定する国際予備審査機関によつて許可された明白な誤記の訂正を含むもの及び９１．２の規定によつて準用する２６．４に規定する書簡

（ⅳ） 報告が７０．２（ｅ）に規定する表示を含む場合には、６６．４の２の規定に従つて考慮しない明白な誤記の訂正に関する用紙及び書簡

（ｂ） 次の場合には、（ａ）の規定にかかわらず、（ａ）に規定する差替え用紙であつて、差し替えられ、又は取り消されたもの及び（ａ）に規定する書簡であつて、当該差し替えられ、又は取り消された差替え用紙に関するものについても、報告に附属書類として添付する。この場合には、当該差し替えられ、又は取り消された差替え用紙には、実施細則が定める記入をする。

（ⅰ） 国際予備審査機関が、関連する差し替えようとし、又は取り消そうとする補正を出願時における国際出願の開示の範囲を超えてされるものと認め、かつ、報告が７０．２（ｃ）に規定する表示を含むものと認める場合

（ⅱ） 出願時における国際出願中の補正の根拠を表示する書簡が、関連する差し替えようとし、又は取り消そうとする補正に添付されておらず、かつ、報告がその補正を行わなかつたものとして作成され、及び７０．２（ｃの２）に規定する表示を含む場合
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-28〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 出願人が特許協力条約第34条の規定に基づいて明細書を補正する際に提出した差替え用紙に添付した書簡であって、差し替えられる用紙と差替え用紙との相違について注意を喚起したものは、国際予備審査報告に附属書類として添付される。
（〇）　前半は、PCT規則66.8(a)により、正しい。後半は、PCT規則70.16(a)(i)により、正しい。
☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
７０．１７ 報告及び附属書類の言語

報告及び附属書類は、当該国際出願の国際公開に用いられる言語又は国際予備審査が５５．２の規定に基づき国際出願の翻訳文に基づいて行われる場合には当該翻訳文の言語で作成する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。
４ 国際予備審査報告は、国際出願の国際公開の言語又は国際予備審査の行われた翻訳文の言語で作成され、附属書類と共に出願人及び国際事務局に送付されるが、選択官庁が国際予備審査報告を英語に翻訳することを要求する場合は、出願人は自らその翻訳文を作成し、選択官庁に送付しなければならない。

（×）　PCT規則70.17、PCT36条(1)・(2)(b)・(3)(a)。国際予備審査報告の翻訳文は国際事務局が作成し、附属書類の翻訳文は出願人が作成する。出願人が送付することもない。
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆★｜☆
第七十一規則 　国際予備審査報告の送付
７１．１ 受取人

(a) 国際予備審査機関は、国際予備審査報告及び、該当する場合には、附属書類を国際事務局及び出願人に各一通同一の日に送付する。
(b) 国際予備審査機関は、実施細則に従つて、国際予備審査の一件書類中その他の書類の写しを国際事務局に送付する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ホ) 国際予備審査報告は、国際予備審査機関が国際事務局に送付し、国際事務局が出願人及び各選択官庁に送達する。

（×）　PCT規則71.1(a)。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際予備審査報告については、国際予備審査機関が、国際事務局及び出願人に各１通同一の日に送付する。
（〇）　PCT規則71.1(a)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
７１．２ 列記された文献の写し

（ａ） 第三十六条（４）の請求は、当該国際予備審査報告に係る国際出願の国際出願日から七年の期間いつでも行うことができる。

（ｂ） 国際予備審査機関は、（ａ）の請求を行つた当事者（出願人又は選択官庁）に対し、写しの作成及び郵便に係る費用を支払うことを要求することができる。写しの作成に係る費用は、当該国際予備審査機関と国際事務局との間に締結される第三十二条（２）に規定する取決めで定める。

（ｃ） 削除

（ｄ） 国際予備審査機関は、自己に対して責任を負う他の機関を通じて（ａ）及び（ｂ）に定める任務を遂行することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-6〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ｲ) 国際予備審査報告に係る国際出願の出願人又は選択官庁は、国際予備審査報告に列記された文献であって国際調査報告には列記されていないものの写しの送付を、国際出願日から７年の期間いつでも、国際予備審査機関に請求することができる。
（〇）　PCT36条(4)で準用するPCT20条(3)。７年の期間は、PCT規則71.2(a)に規定。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆★☆｜☆
第七十二規則 　国際予備審査報告及び国際調査機関の書面による見解の翻訳
７２．１ 言語

（ａ） 選択国は、自国の国内官庁の公用語以外の言語で作成された国際予備審査報告を英語に翻訳することを要求することができる。
（ｂ） （ａ）の要求は、国際事務局に通知するものとし、国際事務局は、その要求を速やかに公報に掲載する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2019-条04〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 選択国は、自国の国内官庁の公用語以外の言語で作成された国際予備審査報告を自国の公用語に翻訳することを出願人に要求することができる。
（×）　PCT規則72.1(a)。「自国の公用語に翻訳」ではなく、「英語に翻訳」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 選択国は、自国の国内官庁の公用語以外の言語で作成された国際予備審査報告を英語に翻訳することを要求することができる。
（〇）　PCT規則72.1(a)

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
72.2 出願人のための翻訳文の写し

国際事務局は、72.1(a)の規定に基づく国際予備審査報告の翻訳文の写しを、関係選択官庁に当該翻訳文を送達すると同時に出願人に送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約4〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

5 選択国が、自国の国内官庁の公用語以外の言語で作成された国際予備審査報告を英語に翻訳することを要求した場合には、国際事務局は、国際予備審査報告の翻訳文の写しを、関係選択官庁に当該翻訳文を送達し、出願人の求めに応じて、出願人に送付する。
（×）　PCT規則72.2。関係選択官庁に当該翻訳文を送達すると同時に出願人に送付する。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆
７２．３ 翻訳に関する意見

出願人は、国際予備審査報告の翻訳文又は規則４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解の翻訳文の正確性について書面による意見を作成することができるものとし、その書面による意見の写しを各関係選択官庁及び国際事務局に各一通送付する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条3〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 国際出願の出願人は、国際予備審査報告の翻訳文の正確性について書面による意見を作成することができるものとし、その書面による意見の写しを各関係選択官庁及び国際事務局に各一通送付する。
（〇）　PCT規則72.3

☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第七十三規則 　国際予備審査報告又は国際調査機関の書面による見解の送達
７３．２ 選択官庁への送達

（ａ） 国際事務局は、第三十六条（３）（ａ）に規定する送達を９３の２．１の規定に従い各選択官庁に対し行う。ただし、優先日から三十箇月を経過する前であつてはならない。

（ｂ） 出願人が、第四十条（２）の規定に基づき選択官庁に明示の請求を行つた場合には、国際事務局は、選択官庁又は出願人の請求によつて、

（ⅰ） 国際予備審査報告が、７１．１の規定に基づき既に国際事務局に送付されている場合には、当該選択官庁に対し第三十六条（３）（ａ）に規定する送達を速やかに行う。

（ⅱ） 国際予備審査報告が、７１．１の規定に基づく国際事務局への送付がされていない場合には、当該選択官庁に対し４３の２．１の規定に基づき国際調査機関が作成した書面による見解の写しの送達を速やかに行う。

（ｃ） 出願人が国際予備審査の請求又は選択の一部又は全部を取り下げた場合にもかかわらず、国際事務局が国際予備審査報告を受領していた場合、（ａ）に規定する送達は選択官庁又は取下げの影響を受ける官庁に対して行われる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-55〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。
１ 出願人が一部の選択国の選択を取り下げた場合、国際事務局が国際予備審査報告を受領していたときでも、国際予備審査報告は、取下げの影響を受ける官庁に対しては送達されない。
（×）　PCT規則73.2(c)。送達される。
☆☆☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第七十四規則 　国際予備審査報告の附属書類の翻訳文及びその送付
７４．１ 翻訳文の内容及び翻訳文の送付のための期間

（ａ） 第三十九条（１）の規定に基づき選択官庁が国際出願の翻訳文の提出を要求する場合には、７０．１６の差替え用紙であつて国際予備審査報告に添付するものが要求される国際出願の翻訳文の言語でない限り、出願人は、第三十九条（１）に規定する期間内に当該差替え用紙の翻訳文を送付する。当該送付のための期間と同一の期間は、第六十四条（２）（ａ）（ⅰ）の規定に基づく宣言が行われたため、第二十二条に規定する期間内に選択官庁に対する国際出願の翻訳文の提出が行われなければならない場合にも適用する。

（ｂ） 選択官庁が第三十九条（１）の規定に基づく国際出願の翻訳文の提出を要求しない場合には、当該選択官庁は、出願人に対し、第三十九条（１）に規定する期間内に７０．１６の差替え用紙であつて、国際予備審査報告に添付し、かつ、国際出願の国際公開に用いられる言語によらないものにつき、国際出願の国際公開に用いられる言語による翻訳文を提出するよう要求することができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-46〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　国際予備審査報告に添付する所定の附属書類について、選択官庁が国際出願の翻訳文の提出を要求する場合には、当該附属書類の原語が選択官庁により要求される国際出願の翻訳文の言語でない限り、出願人が、当該附属書類の翻訳文を作成し、選択官庁に送付する。
（〇）　PCT規則74.1(a)第１文。

Ｄ部 第三章に関する規則
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第七十九規則 　暦
７９．１ 日付の表示

出願人、国内官庁、受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関及び国際事務局は、条約及びこの規則の適用上、西暦紀元及びグレゴリー暦によつて日付を表示するものとし、他の紀元又は暦を用いる場合には、西暦紀元及びグレゴリー暦による日付を併記する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条5〕　特許協力条約に関して。

３ 出願人、国内官庁、受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関及び国際事務局は、西暦紀元及びグレゴリー暦によって日付を表示するものとし、他の紀元又は暦を用いる場合には、西暦紀元及びグレゴリー暦による日付を併記する。
（〇）　PCT規則79.1
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
第八十規則 　期間の計算
８０．２ 月をもつて定めた期間

期間を定めるのに月をもつてしている場合には、期間は、当該事象が生じた日の翌日から起算し、該当するその後の月において当該事象が生じた日に応当する日に満了する。ただし、その月に応当する日がないときは、その月の末日に満了する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条5〕　特許協力条約に関して。

２ 優先日が２０１６年２月２９日（月）のとき、「優先日から１９月」の期間は、最も早い場合、２０１７年９月２９日（金）に満了する。
（〇）　PCT規則80.2本文
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
８０．３ 日をもつて定めた期間 

期間を定めるのに日をもつてしている場合には、期間は、当該事象が生じた日の翌日から起算し、該当する日数の最終の日に当たる日に満了する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条5〕　特許協力条約に関して。

１ 期間を定めるのに日をもってしている場合には、期間は、当該事象が生じた日の翌日から起算する。
（〇）　PCT規則80.3
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜☆★☆☆☆｜☆
８０．４ 現地の日付

（ａ） 期間の起算日の日付は、当該事象が生じた時の当該地における日付とする。

（ｂ） 期間の末日の日付は、必要な文書が提出され又は必要な手数料が支払われるべき地における日付とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H29-条5〕　特許協力条約に関して。

４ 期間の末日の日付は、当該期間の起算日の根拠となった当該事象が生じた時の当該地における日付とする。
（×）　PCT規則80.4(b)。(a)と(b)の違いに注意。合理的ではある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-45〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 日本国に住所を有する者が優先権の主張を伴う国際出願を国際事務局にした場合、当該優先権に係る優先期間の末日の日付は国際事務局の所在地の日付により判断され、日本国の日付によらない。
（〇）　PCT規則80.4(b)
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第八十一規則 　条約に定める期間の変更
８１．１ 提案

（ａ） 締約国又は事務局長は、第四十七条（２）の規定に基づく変更を提案することができる。

（ｂ） 締約国が行う提案は、事務局長に提出する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。
１ 条約第２２条〔指定官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払〕に規定する３０月の期間は、締約国の特別の会議における条約の改正によるほか、国際特許協力同盟の総会における締約国の決定によっても変更することができる。
（〇）　PCT60条(1)、PCT47条(2)(a)、PCT規則81.1(a)、PCT規則81.2。

☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
８１．２ 総会における決定

（ａ） 提案は、総会に対して行われる場合には、その提案が議事日程に掲げられる総会の会期の遅くとも二箇月前までに、事務局長がすべての締約国に送付する。

（ｂ） 総会において提案が討議されている間は、その提案を修正し又はこれに付随する修正を提案することができる。

（ｃ） 提案は、表決の時に出席しているいずれの締約国も反対票を投じなかつた場合には、採択されたものとする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-11〕　特許協力条約に関して。
１ 条約第２２条〔指定官庁に対する国際出願の写し及び翻訳文の提出並びに手数料の支払〕に規定する３０月の期間は、締約国の特別の会議における条約の改正によるほか、国際特許協力同盟の総会における締約国の決定によっても変更することができる。
（〇）　PCT47条(2)(a)。PCT60条(1)、PCT規則81.1(a)、PCT規則81.2も参照。
☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第八十三規則 国際機関に対し業として手続をとる権能
８３．１の２ 国際事務局が受理官庁の場合

（ａ） 出願人がその居住者若しくは国民である締約国又は、二人以上の出願人がある場合には、これらの出願人のうちのいずれかがその居住者若しくは国民である締約国の国内官庁又はその締約国のために行動する国内官庁に対し業として手続をとる権能を有する者は、国際出願について、１９．１（ａ）（ⅲ）の規定に基づく受理官庁としての国際事務局に対し業として手続をとる権能を有する。
（ｂ） 国際出願について受理官庁としての国際事務局に対し業として手続をとる権能を有する者は、その国際出願について、受理官庁以外の資格における国際事務局に対し並びに管轄国際調査機関及び管轄国際予備審査機関に対し業として手続をとる権能を有する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
２ 出願人のうち１人が日本の居住者である国際出願である場合、出願人は日本の弁理士資格を有する者を、当該国際出願について国際事務局、管轄国際調査機関及び管轄国際予備審査機関に対して業として手続をとる代理人として選任することができる。

（〇）　PCT47条(2)(a)。PCT60条(1)、PCT規則81.1(a)、PCT規則81.2も参照。

F部 二以上の章に関する規則
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第九十規則 　代理人及び共通の代表者
９０．１ 代理人の選任

（ａ） 出願人は、国際出願がされた国内官庁に対し業として手続をとる権能を有する者又は、国際出願が国際事務局にされた場合には、国際出願について受理官庁としての国際事務局に対し業として手続をとる権能を有する者を、受理官庁、国際事務局、国際調査機関、補充調査のために指定された機関及び国際予備審査機関に対し出願人を代理する代理人として選任することができる。

（ｂ） 出願人は、国際調査機関として行動する国内官庁又は政府間機関に対し業として手続をとる権能を有する者を、特に、当該国際調査機関に対し出願人を代理する代理人として選任することができる。

（ｂの２）出願人は、補充調査のために指定された機関として行動する国内官庁又は政府間機関に対し業として手続をとる権能を有する者を、特に、当該補充調査のために指定された機関に対し出願人を代理する代理人として選任することができる。

（ｃ） 出願人は、国際予備審査機関として行動する国内官庁又は政府間機関に対し業として手続をとる権能を有する者を、特に、当該国際予備審査機関に対し出願人を代理する代理人として選任することができる。

（ｄ） （ａ）の規定に基づき選任された代理人は、代理人を選任する書面に別段の表示がある場合を除くほか、次の機関に対し出願人の代理人として出願人を代理する一人又は二人以上の復代理人を選任することができる。

（ⅰ） 復代理人として選任される者が、国際出願がされた国内官庁に対し業として手続をとる権能を有する者である場合又は国際出願について受理官庁としての国際事務局に対し業として手続をとる権能を有する者である場合にあつては、場合に応じ、受理官庁、国際事務局、国際調査機関、補充調査のために指定された機関及び国際予備審査機関

（ⅱ） 復代理人として選任される者が、国際調査機関、補充調査のために指定された機関又は国際予備審査機関として行動する国内官庁又は政府間機関に対し業として手続をとる権能を有する者である場合にあつては、場合に応じ、特に、国際調査機関、補充調査のために指定された機関又は国際予備審査機関
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-22〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、国際予備審査機関として行動する国内官庁に対して業として手続をとる権能を有する者を、当該国際予備審査機関に対する手続を行う代理人として選任することができる。
（〇）　PCT規則90.1(c)
☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆★｜☆
９０．２ 共通の代表者

（ａ） 二人以上の出願人がある場合において、当該二人以上の出願人が９０．１（ａ）の規定に基づきすべての出願人を代理する代理人（共通の代理人）を選任しなかつたときは、第九条の規定により国際出願をする資格を有する出願人のうちの一人を共通の代表者として他の出願人が選任することができる。

（ｂ） 二人以上の出願人がある場合において、すべての出願人が９０．１（ａ）の規定に基づき共通の代理人又は（ａ）の規定に基づき共通の代表者を選任しなかつたときは、１９．１の規定に基づき受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人のうち願書に最初に記載されている出願人をすべての出願人の共通の代表者とみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

1 2人以上の出願人がある場合において、すべての出願人を代理する代理人を選任せず、共通の代表者をも選任しなかったときは、受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人のうち願書に最初に記載された出願人がすべての出願人の共通の代表者とみなされる。

（○）　PCT規則90.2(b)。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 二人以上の出願人がある場合において、すべての出願人が共通の代理人又は共通の代表者を選任しなかったときは、受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人のうち願書に最初に記載されている出願人は、すべての出願人の共通の代表者とみなされ、指定国の指定の取下げの通告について他の出願人の代わりに署名する権限を有する。 
（×）　前半は、PCT規則90.2(b)により、正しい。後半は、PCT規則90の2.5により、誤り。全ての出願人の署名を要する。

★☆★｜☆☆★★★｜☆★☆☆★｜☆☆☆☆★｜☆
第九十規則の二　 取下げ
９０の２．１ 国際出願の取下げ

（ａ） 出願人は、優先日から三十箇月を経過する前にいつでも、国際出願を取り下げることができる。

（ｂ） 取下げは、出願人の選択により国際事務局、受理官庁又は、第三十九条（１）の規定が適用される場合には、国際予備審査機関に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。

（ｃ） 出願人、受理官庁又は国際予備審査機関により送付された取下げの通告が国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合には、取り下げられた国際出願の国際公開は、行わない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。 

５ 国内出願をした日の翌日以降に、当該国内出願を優先権の主張の基礎として国際出願をした場合、出願人は、国際出願の受理の日から３０月を経過する前にいつでも、国際出願を取り下げることができる。

（×）　PCT規則90の2.1(a)。「国際出願の受理の日から３０月」が、誤り。「優先日から３０月」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-13〕　特許協力条約に関して。

５ 出願人は、出願時から国際公開の技術的な準備が完了する前に限り、いつでも国際出願を取り下げることができる。
（×）　PCT規則90の2.1(a)。優先日から三十箇月を経過する前にいつでも。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、優先日から３０月を経過する前にいつでも、国際出願を取り下げることができるが、その取下げは、出願人の明示の請求により当該国際出願の審査を開始している選択官庁については、効力を生じない。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、　PCT規則90の2.6(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　出願人は、国際出願、指定国の指定、優先権の主張及び国際予備審査の請求又は選択を取り下げることができるが、これらのいずれについても、優先日から３０月を経過する前にはいつでも取り下げることができる。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、PCT規則90の2.2(a)、PCT規則90の2.3(a)、PCT規則90の2.4(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。
３ 出願人は、優先日から３０月を経過する前にいつでも国際出願を取り下げることができ、その取下げは、既に当該国際出願の処理又は審査を開始している指定官庁又は選択官庁についても効力を生ずる。

（×）　PCT規則90の2.1(a)、PCT規則90の2.6(a)。既に当該国際出願の処理又は審査を開始している指定官庁又は選択官庁については、効力を生じない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-57〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 出願人は優先日から３０月を経過する前にいつでも、国際出願を取り下げることができ、その取下げは、国際調査機関に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。
（×）　PCT規則90の2.1(a)・(b)。受理官庁、国際予備審査機関の場合もある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

2 国際出願の取下げは、出願人の選択により国際事務局、受理官庁又は、条約第39条(1)の規定が適用される場合には、国際予備審査機関に対する出願人の通告の受領の時に効力を生ずる。
（○）　PCT規則90の2.1(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
４ 国際出願について、国際公開が行われないのは、出願人により送付された取下げの通告が、国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合に限られる。

（×）　PCT21条(5)、PCT規則90の2.1(c)、PCT規則29.1(V)。受理官庁または国際予備審査機関により、取り下げの通告が送付される場合もある。
☆☆☆｜★☆☆★☆｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆★｜☆
９０の２．２ 指定の取下げ

（ａ） 出願人は、優先日から三十箇月を経過する前にいつでも、指定国の指定を取り下げることができる。選択された国の指定の取下げは、これに対応する９０の２．４の規定に基づく選択の取下げを伴う。

（ｂ） 国内特許及び広域特許の双方を受けるために国を指定した場合には、その国の指定の取下げは、別段の表示がある場合を除くほか、国内特許を受けるための指定のみの取下げを意味するものとする。

（ｃ） すべての指定国の指定の取下げは、９０の２．１の規定に基づく国際出願の取下げとみなす。

（ｄ） 取下げは、出願人の選択により国際事務局、受理官庁又は、第三十九条（１）の規定が適用される場合には、国際予備審査機関に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。

（ｅ） 出願人、受理官庁又は国際予備審査機関により送付された取下げの通告が国際公開の技術的な準備が完了する前に国際事務局に到達した場合には、取り下げられた指定の国際公開は、行わない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　出願人は、国際出願、指定国の指定、優先権の主張及び国際予備審査の請求又は選択を取り下げることができるが、これらのいずれについても、優先日から３０月を経過する前にはいつでも取り下げることができる。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、PCT規則90の2.2(a)、PCT規則90の2.3(a)、　PCT規則90の2.4(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H18-24〕　特許法に規定する国際特許出願又は特許協力条約に基づく国際出願に関して。
５ 日本の国内出願に基づいて優先権を主張して日本を指定国として含む国際出願をした場合、その国際出願に係る国際特許出願は日本においては日本の特許法の規定の適用を受け、所定の条件を満たせば国内優先権の主張を伴う出願となる。この場合、日本の国内出願によって日本で権利を取得するためには、国際出願をした後にいつでも日本の指定を取り下げればよい。
（×）　PCT8条(2)(b)、PCT規則90の2.2(a)、特42条1項。「優先日から三十箇月を経過する前に」いつでも、指定国の指定を取り下げることができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

3 国内特許及び広域特許の双方を受けるために国を指定した場合、その国の指定の取下げは、別段の表示がある場合を除くほか、国内特許及び広域特許の双方の取下げを意味するものと扱われる。
（×）　PCT規則90の2.2(b)。広域特許の取り下げは意味しない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-60〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

(ﾛ) 国内特許及び広域特許の双方を受けるために国を指定した場合には、その国の指定の取下げは、別段の表示がある場合を除くほか、国内特許を受けるための指定のみの取下げを意味する。
（〇）　PCT規則90の2.2(b)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

4 すべての指定国の指定の取下げは、国際出願の取下げとみなされる。
（○）　PCT規則90の2.2(c)。

☆☆☆｜☆★☆★☆｜☆☆☆☆☆｜★☆☆☆☆｜★
９０の２．３ 優先権の主張の取下げ

（ａ） 出願人は、国際出願において第八条（１）の規定に基づいて申し立てた優先権の主張を優先日から三十箇月を経過する前にいつでも、取り下げることができる。

（ｂ） 出願人は、国際出願が二以上の優先権の主張を伴う場合には、それらの優先権の主張のいずれか又はすべてについて（ａ）に規定する権利を行使することができる。

（ｃ） 取下げは、出願人の選択により国際事務局、受理官庁又は、第三十九条（１）の規定が適用される場合には、国際予備審査機関に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。

（ｄ） 優先権の主張の取下げが優先日について変更が生じる場合には、もとの優先日から起算した場合にまだ満了していない期間は、（ｅ）の規定に従うことを条件として、変更の後の優先日から起算する。

（ｅ） 第二十一条（２）（ａ）に定める期間については、国際事務局は、出願人、受理官庁又は国際予備審査機関により送付された取下げの通告が国際公開の技術的な準備が完了した後に国際事務局に到達した場合には、もとの優先日から起算したその期間を基礎として当該国際公開を行うことができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔2021-特実6〕　特許出願に関する優先権に関して。ただし、文中に示した場合を除き、特殊な事情はない。また、「国内優先権」とは、特許法第41条第1項に規定する優先権をいう。

(ロ) 優先権の主張の基礎とされた先の出願が国内出願であり、優先権の主張を伴う後の出願が日本国を指定国に含む国際出願(いわゆる自己指定)である場合、優先日から30月を経過する前はその優先権の主張を取り下げることができる。

（○）　PCT規則90の2.3(a)、特第１８４条の１５第１項
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-条2〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

２ 優先権の主張の取下げにより、国際出願の優先日に変更が生じる場合には、もとの優先日から起算した場合にまだ満了していない期間は、常に、変更の後の優先日から起算する。
（×）　PCT規則90の2.3(d)・(e)。国際公開に関して、例外になる場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　出願人は、国際出願、指定国の指定、優先権の主張及び国際予備審査の請求又は選択を取り下げることができるが、これらのいずれについても、優先日から３０月を経過する前にはいつでも取り下げることができる。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、PCT規則90の2.2(a)、PCT規則90の2.3(a)、　PCT規則90の2.4(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-36〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、国際出願について、パリ条約による優先権の主張をすることができるが、一旦申し立てた優先権の主張は、いかなる場合でも取り下げることができない。
（×）　PCT8条(1)、PCT規則90の2.3(a)。取り下げることができる。
☆☆☆｜☆★☆★★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆
９０の２．４ 国際予備審査の請求又は選択の取下げ

（ａ） 出願人は、国際予備審査の請求又は選択のいずれか若しくはすべてを優先日から三十箇月を経過する前にいつでも、取り下げることができる。

（ｂ） 取下げは、国際事務局に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。

（ｃ） 出願人が取下げの通告を国際予備審査機関に提出した場合には、その国際予備審査機関は、その通告に受理の日付を付して速やかに国際事務局にその通告を送付する。その通告は、付された日付に国際事務局に提出されたものとみなす。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、国際予備審査の請求又は選択のいずれか若しくはすべてを優先日から３０月を経過する前にいつでも、取り下げることができ、その取下げは、国際事務局に対する出願人からの通告の受領の時に効力を生ずる。
（〇）　PCT規則90の2.4(a)・(b)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-10〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５　出願人は、国際出願、指定国の指定、優先権の主張及び国際予備審査の請求又は選択を取り下げることができるが、これらのいずれについても、優先日から３０月を経過する前にはいつでも取り下げることができる。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、PCT規則90の2.2(a)、PCT規則90の2.3(a)、　PCT規則90の2.4(a)
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-43〕　特許協力条約に関して。

１ 国際予備審査の請求の取下げの通告は、国際事務局に対して提出されるものであるが、出願人が取下げの通告を国際予備審査機関に提出した場合には、当該通告は、受理の日付を付して国際予備審査機関から速やかに国際事務局に送付され、当該日付に国際事務局に提出されたものとみなされる。

（〇）　PCT規則90の2.4(b)・(c)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔2020-条約5〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

5 出願人が国際予備審査の請求の取下げの通告を国際予備審査機関に提出した場合には、その国際予備審査機関は、その通告に受理の日付を付して速やかに国際事務局にその通告を送付し、その通告は、付された日付に国際事務局に提出されたものとみなす。

（○）　PCT規則90の2.4(c)。

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆
９０の２．５ 署名

９０の２．１から９０の２．４までに規定する取下げの通告には、出願人又は、二人以上の出願人がある場合においては、全ての出願人が署名する。９０．２（ｂ）の規定に基づく共通の代表者とみなされた出願人は、他の出願人の代わりにそのような通告に署名する権限を有しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-47〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

１ 二人以上の出願人がある場合において、すべての出願人が共通の代理人又は共通の代表者を選任しなかったときは、受理官庁に国際出願をする資格を有する出願人のうち願書に最初に記載されている出願人は、すべての出願人の共通の代表者とみなされ、指定国の指定の取下げの通告について他の出願人の代わりに署名する権限を有する。 
（×）　前半は、PCT規則90.2(b)により、正しい。後半は、PCT規則90の2.5により、誤り。全ての出願人の署名を要する。

☆☆★｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
９０の２．６ 取下げの効果

（ａ） 第九十規則の二の規定に基づく国際出願、指定、優先権の主張、国際予備審査の請求又は選択の取下げは、第二十三条（２）又は第四十条（２）の規定に基づき既に国際出願の処理又は審査を開始している指定官庁又は選択官庁については、効力を生じない。

（ｂ） 国際出願が９０の２．１の規定に基づき取り下げられた場合には、当該国際出願の国際段階の処理は、中止する。

（ｂの２） 補充調査請求が９０の２．３の２の規定に基づき取り下げられた場合には、関係する機関による補充国際調査は、中止する。

（ｃ） 国際予備審査の請求又はすべての選択が９０の２．４の規定に基づき取り下げられた場合には、国際予備審査機関による国際出願の処理は、中止する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

５ 出願人は、優先日から３０月を経過する前にいつでも、国際出願を取り下げることができるが、その取下げは、出願人の明示の請求により当該国際出願の審査を開始している選択官庁については、効力を生じない。
（〇）　PCT規則90の2.1(a)、　PCT規則90の2.6(a)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。
３ 出願人は、優先日から３０月を経過する前にいつでも国際出願を取り下げることができ、その取下げは、既に当該国際出願の処理又は審査を開始している指定官庁又は選択官庁についても効力を生ずる。

（×）　PCT規則90の2.1、PCT規則90の2.6(a)。既に当該国際出願の処理又は審査を開始している指定官庁又は選択官庁については、効力を生じない。
★☆★｜☆☆☆☆★｜☆☆☆★☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第九十一規則 　国際出願及び他の書類中の明白な誤記の訂正

９１．１ 明白な誤記の訂正

（ａ） 国際出願又は出願人が提出した他の書類中の明白な誤記は、当該出願人が請求する場合は第九十一規則に従つて訂正することができる。

（ｂ） 誤記の訂正は「権限のある機関」の許可に従う。すなわち、

（ⅰ） 国際出願の願書部分又はその補充書における誤記の場合には、受理官庁

（ⅱ） 明細書、請求の範囲若しくは図面、又はそれらの補充書における誤記の場合（ただし、（ⅲ）の規定に基づき国際予備審査機関が管轄する場合を除く。）には、国際調査機関

（ⅲ） 明細書、請求の範囲、図面若しくはそれらの補充書又は第十九条若しくは第三十四条の規定に基づく補正書における誤記の場合で、国際予備審査の請求が行われ、取り下げられておらず、かつ６９．１に従つて国際予備審査を開始する日が過ぎている場合には、国際予備審査機関

（ⅳ） 受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関又は国際事務局に提出された（ⅰ）から（ⅲ）までに規定されていない書類における誤記の場合であつて、要約又は第十九条の規定に基づく補正書における誤記以外の場合には、当該受理官庁、当該機関又は事務局

（ｃ） 権限のある機関は、（ｆ）の規定に基づく日において、関連する書類に現れるもの以外の何かが意図されていること及び提出された訂正以外何も意図されていなかつたことが当該権限のある機関にとつて明白であつた場合のみ、第九十一規則の規定に基づき誤記の訂正を許可する。

（ｄ） 明細書、請求の範囲若しくは図面、又はそれらの補充書若しくは補正書における誤記の場合、権限のある機関は、（ｃ）の規定の適用上、明細書、請求の範囲及び図面（該当する場合には、関係する補充書又は補正書）の内容のみを考慮する。

（ｅ） 国際出願の願書部分若しくはその補充書、又は（ｂ）（ⅳ）に規定する書類における誤記の場合には、権限のある機関は、（ｃ）の規定の適用上、国際出願自体（該当する場合には、関連する補充書又は（ｂ）（ⅳ）に規定する書類）の内容のみを、願書、補充書又は書類とともに提出された書類、実施細則に従い当該機関が利用可能な国際出願に関する優先権書類、及び（ｆ）の規定に基づく日に当該機関の国際出願の一件書類に含まれるすべての書類とともに考慮する。

（ｆ） （ｃ）及び（ｅ）の規定の適用上の日とは、次のとおりとする。

（ⅰ） 提出された国際出願の部分における誤記の場合には、国際出願日

（ⅱ） 提出された国際出願以外の書類における誤記の場合（国際出願の補充書又は補正書における誤記を含む）には、当該書類が提出された日

（ｇ） 次の場合には、第九十一規則の規定に基づき誤記を訂正できない。ただし、この（ｇ）の規定は、２０．４、２０．５、２６の２及び３８．３の規定の適用に影響を及ぼすものではない。

（ⅰ） 誤記が、第三条（２）に規定する国際出願の一若しくは二以上のいずれかの要素の欠落又は国際出願の一若しくは二以上のいずれかの用紙の欠落にある場合

（ⅱ） 誤記が要約にある場合

（ⅲ） 第十九条の規定に基づく補正書における誤記の場合（ただし、国際予備審査機関が、（ｂ）（ⅲ）の規定に基づく当該誤記の訂正の許可を管轄する場合を除く。）

（ⅳ） 優先権の主張又は２６の２．１（ａ）の規定に基づく優先権の主張を補充する又は追加する書面における誤記であつて、誤記の訂正により優先日について変更が生じる場合

（ｈ） 受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関、又は国際事務局が、国際出願又は他の書類において訂正することができる明白な誤記と認められるものを発見した場合には、当該関係当局は出願人に対し、第九十一規則の規定に基づき訂正のための請求をするよう求めることができる。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-3〕 特許協力条約に基づく国際出願に関して。

４ 出願人は、国際予備審査機関に請求することにより、特許協力条約第１９条の補正書における明白な誤記を訂正することができる場合がある。
（〇）　PCT規則91.1(a)・(b)(iii)

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 出願人は請求により国際出願中の明白な誤記を訂正することができるが、権限のある機関が訂正を拒否する場合には、国際事務局は、拒否の日から２月以内に提出された出願人の要請に応じ、また、特別の手数料の支払を条件とすることなく、拒否された当該訂正のための請求を国際出願とともに公表する。
（×）　PCT規則91.1(a)、PCT規則91.3(d)第１文。手数料の支払いが条件である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。
４ 国際出願を受理官庁としての日本国特許庁にした場合、当該国際出願の願書中の明白な誤りは、日本国特許庁の明示の許可があるときだけでなく、国際事務局の明示の許可があるときにも訂正することができる。

（×）　PCT規則91.1(b)(i)。願書の記載は、受理官庁としての日本特許庁が訂正する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H15-29〕　特許協力条約に関して。
１ 国際出願の明細書中の明白な誤りは、受理官庁の明示の許可を得れば、訂正することができる。

（×）　PCT規則91.1(b)(ii)・(iii)。国際調査機関、もしくは国際予備審査機関である。
☆☆☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
９１．３ 訂正の許可及び効果

（ａ） 権限のある機関は、９１．１の規定に基づく訂正を許可するか拒否するかどうかを速やかに決定し、出願人及び国際事務局に許可又は拒否について及び、拒否する場合には、その理由を速やかに通知する。国際事務局は、実施細則の定めるところによつて処理し、必要に応じ、受理官庁、国際調査機関、国際予備審査機関並びに指定及び選択官庁に許可又は拒否を通知する。

（ｂ） ９１．１の規定に基づき明白な誤記の訂正が許可された場合には、関係書類を実施細則で定めるところにより訂正する。

（ｃ） 明白な誤記の訂正が許可された場合には、当該訂正は次の日から有効となる。

（ⅰ） 出願時における国際出願の誤記の場合には、国際出願日

（ⅱ） 出願時における国際出願以外の書類の誤記の場合（当該国際出願の補充書又は補正書における誤記を含む。）には、当該書類が提出された日

（ｄ） 権限のある機関が、９１．１の規定に基づく訂正を拒否する場合には、国際事務局は、拒否の日から二箇月以内に提出された出願人の要請に応じ、また、実施細則でその額を定める特別の手数料の支払を条件として、訂正のための請求、当該機関による拒否の理由、及び出願人が提出する簡単な意見書を可能なときは国際出願とともに公表する。国際出願の国際公開が第六十四条（３）の規定により行われない場合には、請求、理由及び意見書（該当する場合）の写しは、可能なときは第二十条の送達に含める。

（ｅ） ９１．３（ａ）の規定に基づく権限のある機関による訂正の許可の通知を当該指定官庁が受け取る日の前に既に国際出願の処理又は審査を開始した指定官庁は、明白な誤記の訂正を考慮する必要はない。

（ｆ） 指定官庁は、当該指定官庁が権限のある機関であつた場合に９１．１の規定に基づく訂正を許可しなかつたと認めた場合にのみ、９１．１の規定に基づき許可された訂正を無視することができる。ただし、指定官庁は、事情に応じて相当の期間内に、当該官庁が訂正を無視することについて意見を述べる機会を出願人に与えることなく９１．１の規定に基づき許可された訂正を無視することはできない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-13〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 出願人は請求により国際出願中の明白な誤記を訂正することができるが、権限のある機関が訂正を拒否する場合には、国際事務局は、拒否の日から２月以内に提出された出願人の要請に応じ、また、特別の手数料の支払を条件とすることなく、拒否された当該訂正のための請求を国際出願とともに公表する。
（×）　PCT規則91.1(a)、PCT規則91.3(d)第１文。手数料の支払いが条件である。
☆★☆｜☆☆☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第九十二規則 　通信
９２．２ 言語
（ａ） ５５．１、５５．３及び（ｂ）の規定が適用される場合を除くほか、出願人が国際調査機関又は国際予備審査機関に提出する書簡又は文書は、当該書簡又は文書に係る国際出願の言語と同一の言語で作成する。ただし、国際出願の翻訳文が２３．１（ｂ）の規定に基づき送付されている場合又は５５．２の規定に基づき提出されている場合には、当該翻訳文の言語を用いる。
（ｂ） 出願人から国際調査機関又は国際予備審査機関にあてる書簡は、当該国際調査機関又は当該国際予備審査機関が許可した場合に限り、国際出願の言語以外の言語で作成することができる。

（ｃ） 削除

（ｄ） 出願人から国際事務局にあてる書簡は、英語、フランス語その他実施細則によつて認められる国際公開の言語で作成する。

（ｅ） 国際事務局から出願人又は国内官庁にあてる書簡又は通知は、英語又はフランス語で作成する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-24〕　特許協力条約に基づく国際出願に関して。

３ 受理官庁が、提出された国際調査のための国際出願の翻訳文を国際調査機関に送付している場合において、出願人が国際調査機関に提出する書簡は、当該書簡に係る国際出願の言語と同一の言語で作成する。
（×）　PCT規則92.2(a)ただし書。ただし書が、例外規定である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H16-41〕　２人以上の出願人が、特許協力条約に基づき受理官庁としての国際事務局に国際出願をする場合に関して。
５ 全員が日本の居住者であり国民である出願人が日本語で国際出願した場合、出願人から国際事務局にあてる書簡は日本語で作成することができる。
（〇）　PCT規則92.2(d)。国際公開の言語での作成が認められている（PCT細則104(c)）。
「日本語、アラビア語、中国語、英語、フランス語、ドイツ語、ロシア語、スペイン語、韓国語、ポルトガル語」

☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆★☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
９２．４ 電信、テレプリンター、ファクシミリ等の使用

（ａ） １１．１４及び９２．１（ａ）の規定にかかわらず、（ｈ）の規定に従うことを条件として、国際出願の書類及び国際出願に関するその後の書類又は文書は、可能な限り、電信、テレプリンター、ファクシミリ又は印刷若しくは手書きの書類を提出することになる同様の通信手段により送付することができる。

（ｂ） ファクシミリにより送付される書類にされている署名は、条約及びこの規則の規定の適用上、適当な署名と認める。

（ｃ） 出願人が（ａ）に規定する通信手段のいずれかにより書類を送付したが、到達した書類の一部若しくは全部を判読することができない場合又はその書類の一部が到達していない場合には、到達した書類のうち判読することができない部分又は送付した書類のうち到達していない部分については、到達しなかつたものとみなす。国内官庁又は政府間機関は、速やかにその旨を出願人に通知する。

（ｄ） 国内官庁又は政府間機関は、（ａ）に規定する通信手段のいずれかにより送付された書類の原本に先の送付を確認する書簡を添付して、先の送付の日から十四日以内に提出することを要求することができる。ただし、その要求は、国際事務局に通知され、かつ、国際事務局がこれに関する情報を公報に掲載した後でなければ行うことができない。その通知には、その要求が書類の全部又は一部のいずれに関するものであるかを特定する。
（ｅ） 出願人が（ｄ）の規定に基づいて要求される書類の原本を提出しない場合には、関係国内官庁又は政府間機関は、送付された書類の種類に応じ、第十一規則及び２６．３の規定を考慮して、次のいずれかを行うことができる。

（ⅰ） （ｄ）の規定に基づく要求を放棄すること。

（ⅱ） 出願人に対し、事情に応じて相当のかつ指定する期間内に送付された書類の原本を提出するよう求めること。

ただし、送付された書類又は原本に欠陥がある場合において、国内官庁又は政府間機関がその欠陥の補充の求めを発出することができるときは、当該国内官庁又は政府間機関は、（ⅰ）若しくは（ⅱ）の手続に加え又はその手続に代えて当該欠陥の補充の求めを発出することができる。

（ｆ） 国内官庁又は政府間機関は、（ｄ）の規定に基づく書類の原本の提出を要求していないが当該書類の原本を受理することを必要と認めた場合には、（ｅ）（ⅱ）の規定に基づく求めを発出することができる。

（ｇ） 出願人が（ｅ）（ⅱ）又は（ｆ）の求めに応じなかつた場合には、

（ⅰ） 関係書類が国際出願に係るものであるときは、その国際出願は、取り下げられたものとみなし、受理官庁は、その旨を宣言する。

（ⅱ） 関係書類が国際出願の後に提出する書類であるときは、その書類は、提出されなかつたものとみなす。

（ｈ） 国内官庁又は政府間機関は、（ａ）に規定する通信手段により書類を受理する用意がある旨を国際事務局に通知し、かつ、国際事務局がこれに関する情報を公報に掲載した場合を除くほか、当該通信手段により提出された書類を受理する義務を負わない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-56〕　特許協力条約に関して。

(ﾊ) ファクシミリにより提出した国際出願書類について、到達した当該書類の一部を判読することができない場合には、特許庁長官は、出願人に対して相当の期間を指定して当該部分を判読することが可能な書類の提出を求めなければならない。
（×）　PCT規則92.4(c)。「その旨を出願人に通知する」だけである。
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第九十二規則の二 　願書又は国際予備審査の請求書の表示の変更の記録
９２の２．１ 変更の国際事務局による記録

（ａ） 国際事務局は、出願人又は受理官庁の要請に基づき願書又は国際予備審査の請求書における次の事項の表示の変更を記録する。

（ⅰ） 出願人の名義、氏名若しくは名称、住所、国籍又はあて名

（ⅱ） 代理人、共通の代表者又は発明者の名義、氏名若しくは名称又はあて名

（ｂ） 国際事務局は、優先日から三十箇月の期間の満了の後に記録の要請を受理した場合には、要請された変更を記録しない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-35〕　特許協力条約に関して。
５ 国際事務局は、優先日から３０月の期間の満了の後であっても、出願人による願書における出願人の名義の表示の変更の記録の要請を受理した場合には、要請された変更を記録する。
（×）　PCT規則92の2.1。記録しない。
☆☆★｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆☆☆☆☆｜☆
第九十三規則の二 　書類の送達方法
９３の２．１ 請求による送達、電子図書館を経由した送達

（ａ） 条約、この規則又は実施細則が、国際出願、通知、送達、通信又はその他の書類（以下「書類」という。）の国際事務局から指定官庁又は選択官庁に対して行う送達、通知又は送付（以下「送達」という。）について規定する場合において、その送達は、関係する官庁による請求によつてのみ、かつ、官庁が特定する時に行われる。この請求は、個別に特定された書類又は特定された一又は複数の書類の分類に関するものとして行うことができる。

（ｂ） （ａ）の規定に基づく送達は、国際事務局と関係する指定官庁又は選択官庁との間で合意したときは、実施細則で定めるところにより、国際事務局が、当該官庁がその書類を検索する権能を有する電子図書館において、書類を電子形式で入手可能な状態にする時に行われたものとみなす。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H17-27〕　特許協力条約に関して。

３ 国際出願は、国際事務局によって、国際調査報告又は条約第１７条(２)(ａ)〔国際調査報告を作成しない場合〕の宣言とともに、各指定官庁に送達される。ただし、この送達は当該送達を請求しない指定官庁に対しては行われない。
（〇）　PCT20条(1)(a)。送達は、国際事務局が行う（PCT規則47.1(a)）。その送達は、関係する官庁による請求によつてのみ、かつ、官庁が特定する時に行われる（PCT規則93の2.1(a)）。
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